
社会保険未加入対策推進中国地方協議会

議 事 次 第

日時：平成２４年８月３０日（木）13 00～15 00: :
会場：広島国際会議場 中会議室「コスモス」

１．開 会

２．議 事

（１）社会保険未加入対策の概要について 資料①

（２）社会保険未加入対策推進中国地方協議会規約の決定について

資料②

（３）社会保険未加入対策推進中国地方協議会会長の就任について

（４）社会保険未加入対策推進中国地方協議会の副会長、会長代行の指名に

ついて

（５）社会保険未加入対策の取組について 資料③ ～ 資料⑥

（６）意見交換について

（７）社会保険加入促進計画の策定について（社団法人日本建設業連合会）

資料⑦

（８ 「全国協議会の申し合わせ事項」の確認について 資料⑧）

３．閉 会
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社会保険未加入対策推進中国地方協議会 
《出席団体等一覧表》 

a 建設業者団体：５４団体、建設業関係団体：１５団体 計６９団体 a 
※ 建設業者団体及び建設業に関係する団体の並びはアイウエオ順による  

  

■建設業者団体：５４団体 

岡山県インテリア事業協同組合 

（社）岡山県建設業協会  

岡山県ダクト工業会 

岡山県鳶土工連合会  

建設産業専門団体中国地区連合会 

（社）島根県建設業協会  

島根県建設産業団体連合会 

島根県コンクリート圧送協会 

島根県板金工業組合 

（社）全国建設室内工事業協会 中国支部 

（社）全国タイル業協会 中国支部 

(社)全国鐵構工業協会 中国支部 

（一社）全国道路標識・標示業協会 中国支部 

（一社）全国特定法面保護協会 中国地方支部 

（社）全国防水工事業協会 中国支部 

ダイヤモンド工事業協同組合 中国・四国支部 



中国板硝子工事協同組合 

中国建設インテリア事業協同組合 

協同組合 中国建設専門工事業協会 

中国広告美術業組合連合会 

中国シーリング工事業協同組合 

中国四国保温保冷工業協会  

中国・四国マスチック事業協同組合 

中国配管工事業協同組合 

西日本圧接業協同組合 中・四国支部 

（社）日本アンカー協会 中国支部 

（一社）日本運動施設建設業協会 中四国支部  

（社）日本機械土工協会 中国支部 

（一社）日本空調衛生工事業協会 中国支部 

（社）日本建設業連合会 中国支部 

中国建設躯体工業連合会  

（社）日本建設大工工事業協会 中国支部 

（社）日本建設大工工事業協会 岡山支部 

 （社）日本建築ブロック・エクステリア工事業協会 山口支部 

（社）日本造園組合連合会 鳥取県支部 

（社）日本造園組合連合会 島根県支部 



（社）日本造園組合連合会 岡山県支部 

（社）日本造園組合連合会 広島県支部 

（一社）日本造園建設業協会 中国総支部 

（一社）日本電設工業協会 中国支部 

（一社）日本道路建設業協会 中国支部 

（一社）日本塗装工業会 中国ブロック会 

（社）広島県建設工業協会  

広島県建設業協会連合会 

広島県左官業組合連合会 

広島県室内装飾事業協同組合 

広島県東部鳶土工連合会 

広島県板金工業組合 

広島鉄筋組合 

（社）プレストレスト・コンクリート建設業協会 中国支部  

山口県管工事協同組合連合会 

（社）山口県建設業協会  

山口県左官業協同組合 

山口県鳶工業連合会 



■建設業に関係する団体：１５団体 

岡山県行政書士会 

岡山県建設労働組合 

岡山県社会保険労務士会 

島根県行政書士会 

島根県建築組合連合会 

島根県社会保険労務士会 

鳥取県行政書士会 

鳥取県建築連合会 

鳥取県社会保険労務士会 

広島県行政書士会 

広島県建設労働組合 

広島県社会保険労務士会 

山口県行政書士会 

山口県建設労働組合 

山口県社会保険労務士会 



■行政機関：１３機関 

厚生労働省 中国四国厚生局  

厚生労働省 鳥取労働局  

厚生労働省 島根労働局  

厚生労働省 岡山労働局  

厚生労働省 広島労働局  

厚生労働省 山口労働局  

国土交通省 中国地方整備局  

鳥取県 県土整備部 

島根県 土木部  

岡山県 土木部  

広島県 土木局 

山口県 土木建築部  

日本年金機構  中国ブロック本部 
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○ 技能労働者の処遇の向上、建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保
○ 法定福利費を適正に負担する企業による公平で健全な競争環境の構築

実施後５年を目途に、企業単位では許可業者の加入率１００％、労働者単位では製造業相当の加入状況を目指す。

これにより、
を実現

２．行政による制度的チェック・指導

①建設業許可・更新時の加入状況確認
・建設業許可・更新の申請時に保険加入状況を確認し、未加入

企業を指導。

②建設業担当部局による監督
・建設業法に基づく立入検査等により、保険加入状況、元請企

業の下請企業指導状況を確認・指導。指導・通報をしても、
なお保険関係法令に違反する企業に対する監督処分。

③経営事項審査の厳格化
・経営事項審査における保険区分の明確化、減点幅の拡大。

④社会保険担当部局（厚生労働省）との連携
・社会保険担当部局への通報,社会保険担当部局からの働きかけ。

○元請企業による下請指導（下請指導ガイドラインの活用）
・施工体制台帳、再下請通知書、作業員名簿等により、下請企業の保
険加入状況を把握し、未加入企業を指導。

○元請企業・下請企業による重層下請構造の是正に向けた取組
・元請企業、下請企業（特に１次下請企業）による重層下請の抑制に
向けた啓発・指導。

・下請企業における適正な受注先企業の選定、未加入企業との請負契
約締結の抑止。

○建設企業（特に下請企業）における取組
・雇用関係にある社員と請負関係にある者の明確化・雇用化の促進。
・雇用関係にある者の保険加入徹底。
・業界における見積時の法定福利費の明示 等。

５．その他

①就労履歴管理システムの普及・活用 ②社会保険適用促進に向けた研究

①行政、建設業団体、関係団体による推進協議会の設置
（全国(5/29開催)・地方ブロック(都道府県単位)で設置）

②各建設業団体による保険加入計画の策定・推進
③行政、関係団体、保険者等様々な主体による周知・啓発

①発注者への要請・周知、元請企業への指導
②業界における見積時の法定福利費の明示
③ダンピング対策 ④重層下請構造の是正

１．行政・元請・下請等の関係者が一体となった
保険加入の推進

○ 下請企業を中心に、特に年金、医療、雇用保険に未加入の企業が存在
○ 技能労働者の処遇が低下し、若年入職者減少の一因
○ 適正に法定福利費を負担する企業ほど受注競争上不利

総合的対策の推進総合的対策の推進

目指す姿目指す姿

社会保険未加入問題への対策の概要

※平成２９年度までの中間時点でそれまでの実施状況を検証・評価し、対策の必要な見直しを行った上で、計画的に推進する。

３．建設企業の取組

４．法定福利費の確保

課 題課 題

資料①
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Ⅱ．社会保険未加入対策推進協議会の設立Ⅱ．社会保険未加入対策推進協議会の設立

【中建審の提言抜粋（本年３月）】
「今後は、行政・発注者・元請企業・下請企業・建設労働者等の
関係者が一体となって、社会保険未加入は許さないとの固い
決意をもって対策に取り組むことが不可欠である。このため、
必要な推進体制を速やかに構築し、それぞれの立場からの
取組を着実に進めるべきである。」

【全国協議会】
（１）活動内容

①社会保険未加入対策を進める上で課題に関する意見の交換
②社会保険未加入対策に関する取組方針についての協議・確認
③社会保険加入の徹底に向けた周知及び啓発
④関係者の取組状況の情報共有及び意見の交換

（２）構成
学識経験者、建設業団体・発注者団体・労働者団体（７３団体）
厚生労働省・日本年金機構（社会保険担当部局）、
国土交通省（建設業担当部局）

【ワーキンググループ】
（１）全国協議会の下に、主な関係団体の実務担当者及び行政担当
者により構成されるワーキンググループを設置。

（２）協議会に諮る事項の事前調整、周知・啓発の具体的内容など必
要な事項について意見交換。

【対応方針】
○行政、建設業団体、関係団体による推進協議会の設置

社会保険未加入対策を行政、建設業団体、関係団体等の関係者が一体と
なって継続的に実施するため、保険未加入対策推進協議会を全国及び地方
ブロックに設置する。

○各建設業団体による保険加入促進計画の策定・推進
保険未加入対策推進協議会に参加する各建設業団体は、それぞれの立場
から主体的な取組を計画的に進めるため、計画期間５年間の社会保険加入
促進計画を策定し、毎年フォローアップを実施する。

Ⅲ－１ 社会保険加入推進体制の構築社会保険加入推進体制
Ｉ．推進体制の構築Ｉ．推進体制の構築

【中国地方協議会】
（１）目的

全国協議会の取組方針等を踏まえて、中国地方における行政、建設

企業その他建設業に関わる者が一体となって、同地方の建設業者の実
情に応じた社会保険未加入対策を推進することを目的とする。
（２）位置付け
中国地方協議会は、全国協議会の地方版として鳥取、島根、岡山、

広島、山口の５県を１ブロックとする中国地方の協議会として位置付け。
（３）活動計画→全国協議会と同じ
（４）構成
○建設業者団体
（社）日本建設業連合会（中国支部）、
（一社）全国建設業協会（中国各５県の建設業協会等）
（社）建設産業専門団体連合会（中国地区連合会）
（社）全国建設産業団体連合会（島根県連合会）
広島県建設業協会連合会
全国協議会参加団体における中国地方の支部等

○建設業に関係する団体
全国建設労働組合総連合（各県連合会又は組合）
日本行政書士会連合会（各県行政書士会）
全国社会保険労務士会連合会（各県社労士会）

○厚生労働省
中国四国厚生局、労働局（各県）、日本年金機構（ブロック本部）

○建設業担当部局
中国地方整備局、
鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県

Ⅲ．加入促進計画（全国協議会）Ⅲ．加入促進計画（全国協議会）

○建設企業の社会保険加入を計画的に進めるため、参加建設業団体は
それぞれ、社会保険加入促進計画を策定する。

○策定した計画は、全国協議会等において情報共有し、他団体の取組の参
考とする。

○傘下企業の加入状況は、アンケート調査等により把握し、記載する。
○初年度（平成２４年度）については、第２回協議会までに計画を登録する。
○２年目以降は、年１回フォローアップを行う。
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あ あ資料②

社会保険未加入対策推進中国地方協議会規約（案）

（名称）

第１条 本協議会は、社会保険未加入対策推進中国地方協議会（以下「中国地方協議会」

という ）という。。

（目的）

第２条 中国地方協議会は、国土交通本省において設置された｢社会保険未加入対策推進

（ 。） 、 、協議会｣ 以下｢全国協議会｣という における取組方針等を踏まえて 中国地方の行政

建設企業その他建設業に関わる者が一体となって、同地方の建設業者の実情に応じた社

会保険未加入対策を推進することを目的とする。

（活動内容）

第３条 中国地方協議会は、前条の目的を達成するため、次の活動を行う。

一 社会保険未加入対策を進める上での課題に関する意見の交換

二 社会保険未加入対策に関する取組方針についての協議・確認

三 社会保険加入の徹底に向けた周知及び啓発

四 関係者の取組状況の情報共有及び意見の交換

五 その他協議会の目的を達成するために必要な活動

（構成員）

第４条 中国地方協議会は、次に掲げる構成員をもって組織する。

一 建設業者団体

二 建設業に関係する団体（第一号に掲げるものを除く）

三 厚生労働省 中国四国厚生局

四 厚生労働省 鳥取労働局、島根労働局、岡山労働局、広島労働局及び山口労働局

五 国土交通省 中国地方整備局

六 鳥取県、島根県、岡山県、広島県及び山口県

七 日本年金機構 中国ブロック本部

八 その他中国地方協議会が必要と認める者

２ 新たに構成員となろうとする者は、次条に規定する会長の承認を得て構成員となる。

（会長）

第５条 中国地方協議会に会長及び副会長若干名を置く。

２ 会長は、中国地方整備局建政部長をもってあてる。

３ 会長は、中国地方協議会を代表し、運営を統括する。

４ 会長は、副会長を指名し、副会長のうち１名を会長代行に指名することができる。

（副会長）

第６条 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代行する。

２ 副会長の任期は３年とする。ただし、再任は妨げない。

（中国地方協議会の招集）

第７条 中国地方協議会の招集は、会長が行う。

２ 中国地方協議会は、年１回以上開催する。
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（ワーキンググループ）

第８条 中国地方協議会の円滑な運営に資するため、中国地方協議会にワーキンググルー

プを置くことができる。

２ ワーキンググループは、第４条第１項に掲げる構成員のうち、会長が指定した者によ

り組織する。

３ ワーキンググループは、必要があると認めるときは、前項に掲げた者以外の者の出席

を求めることができる。

、 。４ ワーキンググループの組織並びに必要な事項は ワーキンググループにおいて定める

(事務局)

第９条 中国地方協議会の事務は、中国地方整備局建政部計画・建設産業課が行う。

（雑則）

第１０条 本規約に定めるもののほか、中国地方協議会の運営に必要な事項は、事務局が

中国地方協議会に諮って定める。

２ 中国地方協議会開催に係る諸謝金等の支払いについては、行わない。

附 則

この規約は、平成２４年８月３０日より施行する。
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Ⅰ．当面のスケジュール及び活動内容Ⅰ．当面のスケジュール及び活動内容 Ⅱ．建設業団体による加入促進計画の策定Ⅱ．建設業団体による加入促進計画の策定

○ 建設企業の社会保険加入を計画的に進めるため、各参加建設業

者団は社会保険加入促進計画を策定。

○ 策定した計画は、中部協議会において情報共有し、他団体の取組

の参考とする。

○ 傘下企業の加入状況をアンケート調査等により把握し、記載。

○ 初年度（Ｈ２４年度）は、年度内（詳細時期後日）までに計画を中部

協議会事務局へ登録。

○ ２年目以降は、年１回フォローアップを行う。

１．団体の基本的事項
○団体名、代表者名、所在地、会員数、主な業種等を記載する。

２．基本的な方針
○団体としての取組方針を明らかにする。

３．保険加入の状況
○団体の把握している会員企業及び下請企業の保険加入の現況を具体的に示す。
○具体的な把握方法、現況の分析についても明らかにする。

４．取組の内容
○保険加入に向け団体として自主的に取り組む具体的な対策を示す。
例）以下のような観点からの取組が想定
１）事業者への周知・保険加入の徹底
２）工事現場での確認・指導
３）法定福利費の確保
４）重層下請構造の是正
５）一人親方対策
６）就労履歴管理対応
７）優良企業認定制度の取組
８）保険関係事務手続きの支援
９）未加入者の排除 等

記載内容
※「社会保険促進計画の枠組み（案）」の概
要

建設業団体は、傘下の建設企業の保険加入状況を把握するとともに、
それぞれの立場から主体的な取組を計画的に進める。

社会保険加入推進計画

全国協議会

第１回：平成24年５月２９日（火）

・社会保険未加入対策の推進申し合わせ

・社会保険加入促進計画の作成依頼 など

第２回：平成24年１１月予定

・社会保険加入促進計画の公表

・法定福利費の標準見積もりの取りまとめ など（予定）

中国地方協議会

第１回：平成24年８月３０日（木）

・中国地方協議会規約の制定

・全国協議会の議事内容紹介

・社会保険未加入対策への取り組み紹介 など

第２回：平成25年度 6月～8月頃（予定）

・各関係者の取り組み状況等の報告 など（予定）

※社会保険加入促進計画の事務局取りまとめ・周知

※周知・啓発活動（各県での講習会等の開催）

※必要に応じ、ワーキンググループを開催

○ 社会保険加入促進計画の策定

建設企業の社会保険加入を計画的に進めるため、各建設業者団体は、

実施する社会保険加入促進計画（傘下企業の加入状況を把握し、記載）

を、平成２４年度内（詳細時期後日）に中国地方協議会へ報告する。

○ 策定した計画は、中国地方協議会において情報共有し、他団体の取組

の参考とする。

○ ２年目以降は、年１回フォローアップを行う。

○ 計画期間は５年間とし、毎年のフォローアップ結果を見ながら、必要に

応じ改定を行う。
※全国推進協議会の参加団体に対し、計画確定の参考とするため、平成
２４年４月に「社会保険加入促進計画の枠組み（案）」を提示済み

資料③
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あ資料④あ 
 

平成２４年度 社会保険未加入対策推進協議会 

議 事 次 第  

 

国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課 

 

日 時： 平成２４年５月２９日（火）１５：３０～１７：００ 

会 場： 国土交通省 １０階 共用会議室Ａ 

 

 

１．開会 

 

２．議事 

   （１）社会保険未加入対策について 

① 社会保険未加入問題への対策について 

② 社会保険未加入対策推進協議会について 

 

   （２）推進協議会の規約、会長等の決定について 

     ①推進協議会の規約決定、会長及び副会長の互選について 

②社会保険未加入対策推進協議会 会長からのご挨拶について 

 

（３）社会保険加入を推進するための各種方策について 

① 社会保険加入促進計画（案）の作成について 

② 行政機関の取組について 

③ 法定福利費の標準見積もりの明示について 

④ 地方における推進協議会の開催について 

⑤ 社会保険加入の周知・啓発について 

 

（４） 社会保険加入促進計画の策定について（社団法人 日本建設業連合会） 

 

（５）意見交換について 

  

(６) 申し合わせについて 

 

３．閉会 
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社会保険未加入対策推進協議会出席団体等一覧表 
（建設業関係登録団体：７３団体、その他関係団体：１４団体） 

（★については、社会保険未加入対策推進協議会ワーキンググループメンバー） 
 
学識経験者 

蟹澤 宏剛  芝浦工業大学工学部教授 
水町 勇一郎 東京大学社会科学研究所教授 

 
【建設業団体（業種別一覧）】 
一般土木建築工事業 
★(一社) 全国建設業協会 
★(社) 日本建設業連合会 

(社) 住宅生産団体連合会 
(一社) 日本建設業経営協会 
(社) 全国中小建設業協会 
全国建設業協同組合連合会 
(一社) 海外建設協会 

 
土木工事業 

(一社) 日本運動施設建設業協会 
(社) 日本海上起重技術協会 
(一社) 日本トンネル専門工事業協会 

 
造園工事業 

(一社) 日本造園建設業協会 
(社) 日本造園組合連合会 

 
しゅんせつ工事業 

全国ポンプ・圧送船協会 
 
舗装工事業 

 (一社) 日本道路建設業協会 
 
建築工事業(木造建築工事業を除く) 

日本建設組合連合 
 
型枠大工工事業 
★(社) 日本建設大工工事業協会 

 
とび工事業 

(社) 日本鳶工業連合会 
★(社) 日本建設軀体工事業団体連合会 

全国基礎工業協同組合連合会 
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土工・コンクリート工事業 
★(社) 日本機械土工協会 

(社) 日本グラウト協会 
(社) 日本ウエルポイント協会 
(一社) 全国コンクリート圧送事業団体連合会 
(社) 日本アンカー協会 
ダイヤモンド工事業協同組合 
(社)プレストレスト・コンクリート建設業協会 
(一社) 日本基礎建設協会 

 
鉄骨工事業 

(社) 鉄骨建設業協会 
(一社) 日本橋梁建設協会 

 
鉄筋工事業 
★(社) 全国鉄筋工事業協会 

全国圧接業協同組合連合会 
 
タイル工事業 

(社) 日本タイル煉瓦工事工業会 
(社) 全国タイル業協会 

 
コンクリートブロック工事業 

(社) 日本建築ブロック・エクステリア工事業協会 
 
左官工事業 
★(一社) 日本左官業組合連合会 

(社) 日本金属屋根協会 
 
板金工事業 

(社) 日本建築板金協会 
全日本板金工業組合連合会 

 
塗装工事業（道路標示・区画線工事業を除く） 
★(一社) 日本塗装工業会 

全国マスチック事業協同組合連合会 
(一社) 日本橋梁・鋼構造物塗装技術協会 

 
内装工事業 

日本建設インテリア事業協同組合連合会 
日本室内装飾事業協同組合連合会 
(社)全国建設室内工事業協会 
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ガラス工事業 
全国板硝子工事協同組合連合会 

 
金属製建具工事業 

(一社) カーテンウォール・防火開口部協会 
(一社) 日本サッシ協会 
(社) 日本シャッター・ドア協会 

 
屋根工事業(金属製屋根工事業を除く) 

(社) 全日本瓦工事業連盟 
 
防水工事業 

(社) 全国防水工事業協会 
 
はつり・解体工事業 

(社) 全国解体工事業団体連合会 
 
一般子電気工事業 
★(一社) 日本電設工業協会 

(一社) 日本内燃力発電設備協会 
 
電気通信工事業 （有線テレビジョン放送設備設置工事業を除く） 

(一社) 情報通信エンジニアリング協会 
 
信号装置工事業 

消防施設工事協会 
 
一般管工事業 

全国管工事業協同組合連合会 
★(一社) 日本空調衛生工事業協会 

(一社) 日本冷凍空調設備工業連合会 
(一社) 日本配管工事業団体連合会 

 
冷暖房設備工事業 

(一社) 全国ダクト工業団体連合会 
 
機械器具設置工事業 （昇降設備工事業を除く） 

(一社) 日本計装工業会 
(一社) ビルディング・オートメーション協会 

 
熱絶縁工事業 

日本ウレタン断熱協会 
(一社) 日本保温保冷工業協会 

mo433
タイプライターテキスト
９

mo433
タイプライターテキスト



道路標識設置工事業 
(一社) 全国道路標識・標示業協会 

 
屋外広告業 

(一社) 日本屋外広告業団体連合会 
 
その他建設業関係登録団体 

(社) 建設産業専門団体連合会 
(社) 全国建設産業団体連合会 
建設業労働災害防止協会 
(一財) 中小建設業住宅センター 
(社) 日本潜水協会 
(一社) 全国特定法面保護協会 
(一社) 日本在来工法住宅協会 
(一社) フローリング協会      （以上、建設業関係登録団体） 

 
発注機関（オブザーバー） 

(一社) 日本経済団体連合会 
日本商工会議所 
電気事業連合会 

 
建設業に関係する団体 

(一財) 建設業振興基金 
独立行政法人 勤労者退職金共済機構 
 (財) 建設業福祉共済団 
 (一社) 就労履歴登録機構 

★全国建設労働組合総連合 
日本建設産業職員労働組合協議会 
建設連合 
全国社会保険労務士会連合会 
日本行政書士会連合会 
(社) プレストレスト・コンクリート工事業協会 

 
行政関係機関 

厚生労働省職業安定局建設港湾対策室 
  厚生労働省職業安定局雇用保険課 

厚生労働省労働基準局労働保険徴収課 
厚生労働省年金局事業管理課 
厚生労働省保険局保険課全国健康保険協会管理室 

  国土交通省土地・建設産業局建設業課 
国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課 
日本年金機構 
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○ 下請企業を中心に、特に年金、医療、雇用保険に未加入の企業が存在
○ 技能労働者の処遇が低下し 若年入職者減少の一因

課 題

社会保険未加入問題への対策の概要 資 料 １

１ 行政・元請・下請等の関係者が一体となった

○ 技能労働者の処遇が低下し、若年入職者減少の 因
○ 適正に法定福利費を負担する企業ほど受注競争上不利

総合的対策の推進

３．建設企業の取組

○元請企業による下請指導
・施工体制台帳、再下請通知書、作業員名簿等により、下請企業の保
険加入状況を把握し、未加入企業を指導。

○元請企業・下請企業による重層下請構造の是正に向けた取組
元請企業 下請企業（特に１次下請企業）による重層下請 抑制に

①行政、建設業者団体、関係団体による推進協議会の設置
（全国・地方ブロック(都道府県単位)で設置）

②各建設業団体による保険加入計画の策定・推進

１．行政 元請 下請等の関係者が 体となった
保険加入の推進

３．建設企業の取組

２．行政による制度的チェック・指導

①建設業許可・更新時の加入状況確認

・元請企業、下請企業（特に１次下請企業）による重層下請の抑制に
向けた啓発・指導。

・下請企業における適正な受注先企業の選定、未加入企業との請負契
約締結の抑止。

○建設企業（特に下請企業）における取組
雇用関係にある社員と請負関係にある者 明確化 雇用化 促進

②各建設業団体による保険加入計画の策定 推進
③行政、関係団体、保険者等様々な主体による周知・啓発

①建設業許可 更新時の加入状況確認
・建設業許可・更新の申請時に保険加入状況を確認し、未加入企

業を指導。

②建設業担当部局による監督
・建設業法に基づく立入検査等により、保険加入状況、元請企業

の下請企業指導状況を確認 指導 指導 通報をしても な

・雇用関係にある社員と請負関係にある者の明確化・雇用化の促進。
・雇用関係にある者の保険加入徹底。
・業界における見積時の法定福利費の明示 等。

①発注者 の要請 周知 元請企業 の指導

４．法定福利費の確保
の下請企業指導状況を確認・指導。指導・通報をしても、な
お保険関係法令に違反する企業に対する監督処分。

③経営事項審査の厳格化
・経営事項審査における保険区分の明確化、減点幅の拡大。

④社会保険担当部局（厚生労働省）との連携 ５．その他

①発注者への要請・周知、元請企業への指導
②業界における見積時の法定福利費の明示
③ダンピング対策 ④重層下請構造の是正

・社会保険担当部局への通報、社会保険担当部局からの働きかけ。 ①就労履歴管理システムの普及・活用 ②社会保険適用促進に向けた研究

目指す姿

※平成２９年度までの中間時点でそれまでの実施状況を検証・評価し、対策の必要な見直しを行った上で、計画的に推進する。

○ 技能労働者の処遇の向上、建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保
○ 法定福利費を適正に負担する企業による公平で健全な競争環境の構築

実施後５年を目途に、企業単位では許可業者の加入率１００％、労働者単位では製造業相当の加入状況を目指す。

これにより、 を実現
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Ｉ．推進体制の構築

【中建審の提言抜粋（本年３月）】

【対応方針】
○行政、建設業者団体、関係団体による推進協議会の設置

社会保険加入推進体制

【中建審の提言抜粋（本年３月）】
「今後は、行政・発注者・元請企業・下請企業・建設労働者等の
関係者が一体となって、社会保険未加入は許さないとの固い
決意をもって対策に取り組むことが不可欠である。このため、
必要な推進体制を速やかに構築し、それぞれの立場からの
取組を着実に進めるべきである 」

○行政、建設業者団体、関係団体 よる推進協議会の設置
社会保険未加入対策を行政、建設業者団体、関係団体等の関係者が
一体となって継続的に実施するため、保険未加入対策推進協議会を
全国及び地方ブロックに設置する。

○各建設業団体による保険加入促進計画の策定・推進
保険未加入対策推進協議会に参加する各建設業者団体は それぞれ

Ⅱ ．社会保険未加入対策推進協議会の設立

取組を着実に進めるべきである。」

ググ プ

保険未加入対策推進協議会に参加する各建設業者団体は、それぞれ
の立場から主体的な取組を計画的に進めるため、計画期間５年間の
社会保険加入促進計画を策定し、毎年フォローアップを実施する。

１ 全国協議会
（１）活動内容

①社会保険未加入対策を進める上で課題に関する意見の交換
②社会保険未加入対策に関する取組方針についての協議・確認
③社会保険加入の徹底に向けた周知及び啓発

３ ワーキンググループ
（１）全国協議会の下に、主な関係団体の実務担当者及び行政担当者により

構成されるワーキンググループを設置。
（２）協議会に諮る事項の事前調整、周知・啓発の具体的内容など必要な

事項について意見交換。③社会保険加入の徹底に向けた周知及び啓発
④関係者の取組状況の情報共有及び意見の交換

（２）構成
学識経験者（蟹澤芝浦工業大学教授、水町東京大学教授）、
建設業者団体・発注者団体・労働者団体（７３団体）
生労働省 本年金機構 社会保険担 部

事項に て意見交換。
（３）構成メンバーは、日建連、全建、全建総連、日本躯体、日建大協、

全鉄筋、日左連、日塗装、日空衛、電設協、日機協の建設業団体、
社会保険担当部局（厚生労働省）及び建設業担当部局（国土交通省）。

厚生労働省・日本年金機構（社会保険担当部局）、
国土交通省（建設業担当部局）

（３）今後の予定
第１回：Ｈ２４年５月２９日（火）

・社会保険未加入対策の推進の申し合わせ
○ 建設企業の社会保険加入を計画的に進めるため、参加建設業者団体は

それぞれ 社会保険加入促進計画を策定する

Ⅲ．加入促進計画

社会保険未加入対策の推進の申し合わ
・社会保険加入促進計画の作成依頼 など

第２回：Ｈ２４年１０月予定
・社会保険加入促進計画の公表
・法定福利費の標準見積もりの取りまとめ など

２ 地方協議会

それぞれ、社会保険加入促進計画を策定する。
○ 策定した計画は、全国協議会等において情報共有し、他団体の取組の

参考とする。
○ 傘下企業の加入状況は、アンケート調査等により把握し、記載する。
○ 初年度（平成２４年度）については、第２回協議会までに計画を登録する。

２ 地方協議会
（１）地域ごとに、その実情に応じた加入徹底をきめ細かく行う観点から、

地方ブロックにおいても協議会を開催
（２）構成： 学識経験者（必要に応じ）・建設業者団体・厚生労働部局・

建設業担当部局

○ ２年目以降は、年１回フォローアップを行う。
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社会保険加入促進計画

○ 各建設業者団体は、傘下の建設企業の保険加入状況を把握するとともに、それぞれの立場から主体的な

記載内容概 要

建 、 建 、 場
取組を計画的に進めるため、これから「社会保険加入促進計画」を策定することとしています。

※「社会保険促進計画の枠組み（案）」の概要

１．団体の基本的事項
○団体名、代表者名、所在地、会員数、主な業種等を記載する。

基本的な方針

○ 傘下の建設企業の社会保険加入を計画的に進める

ため、全国協議会構成団体はそれぞれ、社会保険加入

促進計画を策定する ２．基本的な方針
○団体としての取組方針を明らかにする。

３．保険加入の状況

○当該団体の把握している会員企業及び下請企業の保険加入の

促進計画を策定する。

○ 策定した社会保険加入促進計画は、全国協議会等に

おいて情報共有し、他団体の取組の参考とする。

○ 傘下企業の加入状況は アンケート調査等により把 ○当該団体の把握している会員企業及び下請企業の保険加入の
現況を具体的に示す。

○具体的な把握方法、現況の分析についても明らかにする。

４．取組の内容

○保険加入に向けて団体として自主的に取り組む具体的な対策を

○ 傘下企業の加入状況は、アンケ ト調査等により把

握し、記載する。

○ 計画期間は５年間とし、毎年のフォローアップ結果を

見ながら、必要に応じ改定を行う。 ○保険加入に向けて団体として自主的に取り組む具体的な対策を
示す。

○例えば以下のような観点からの取組が考えられる。
１）事業者への周知・保険加入の徹底
２）工事現場での確認・指導

見ながら、必要に応じ改定を行う。

○ 初年度（平成２４年度）については、第２回協議会（１１

月を予定）までに「社会保険加入促進計画」を登録する。

○ ２年目以降は、年１回フォローアップを行う。 ２）工事現場での確認 指導
３）法定福利費の確保
４）重層下請構造の是正
５）一人親方対策
６）就労履歴管理対応

○ ２年目以降は、年１回フォロ アップを行う。

※全国推進協議会の参加団体に対し、計画策定の参考と

するため、平成２４年４月に「社会保険加入促進計画の

枠組み（案）」を提示済み
７）優良企業認定制度の取組
８）保険関係事務手続きの支援
９）未加入者の排除 等

枠組み（案）」を提示済み
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 資料 2 

社会保険未加入対策推進協議会規約 

 

（名称） 

第１条 本協議会は、社会保険未加入対策推進協議会（以下「協議会」という。）と

いう。 

 

（目的） 

第２条 協議会は、行政、建設企業その他建設業に関わる者が一体となって建設業に

おける社会保険未加入対策を進める上での課題、取組方針等を協議するとともに、

関係者の取組状況の定期的な情報共有を図ることにより、建設業における社会保険

未加入対策を総合的かつ継続的に推進することを目的とする。 

 

（活動内容） 

第３条 協議会は、前条の目的を達成するため、次の活動を行う。 

 一 社会保険未加入対策を進める上での課題に関する意見の交換 

 二 社会保険未加入対策に関する取組方針についての協議・確認 

 三 社会保険加入の徹底に向けた周知及び啓発 

 四 関係者の取組状況の情報共有及び意見の交換 

 五 その他協議会の目的を達成するために必要な活動 

 

（構成員） 

第４条 協議会は、次に掲げる構成員をもって組織する。 

 一 学識経験者 

 二 建設業者団体 

 三 建設工事の発注者で構成する団体 

 四 建設業に関係する団体（第二号及び第三号に掲げるものを除く） 

 五 厚生労働省 

 六 国土交通省 

 七 日本年金機構 

 八 その他協議会が必要と認める者 

２ 前項第二号に掲げる構成員は、社会保険加入促進計画を作成し、協議会に提出す

る。 

３ 新たに構成員となろうとする者は、次条に規定する会長の承認を得て構成員とな

る。 

 

（会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長５人以内を置く。 

２ 会長は、学識経験者の中から互選によって選出する。 

３ 会長は、協議会を代表し、運営を統括する。 

４ 会長は、副会長を指名し、副会長のうち１名を会長代行に指名することができる。 

５ 会長の任期は３年とする。ただし、再任は妨げない。 
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（副会長） 

第６条 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代行する。 

２ 副会長の任期は３年とする。ただし、再任は妨げない。 

 

（協議会の招集） 

第７条 協議会の招集は、会長が行う。 

２ 協議会は、年１回以上開催する。 

 

（ワーキンググループ） 

第８条 協議会の円滑な運営に資するため、協議会にワーキンググループを置く。 

２ ワーキンググループは、第４条第１項に掲げる構成員のうち、会長が指定した者

により組織する。 

３ ワーキンググループは、必要があると認めるときは、前項に掲げた者以外の者の

出席を求めることができる。 

４ ワーキンググループに関して必要な事項は、ワーキンググループにおいて定める。 

 

（事務局） 

第９条 協議会の事務は、国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課が行う。 

 

（雑則） 

第１０条 本規約に定めるもののほか、協議会の運営に必要な事項は、会長が協議会

に諮って定める。 

２ 本協議会開催に係る諸謝金等の支払いについては、第４条第１項第１号に掲げる

者を除き行わない。 

 

 

 

 附 則 

この規約は、平成２４年５月２９日より施行する。 
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社会保険加入促進計画の枠組み（案） 
 
１．基本的考え方 

○社会保険未加入対策は行政・元請・下請が一体となって取り組むことが必要であり、そのた

めには建設業者団体においても主体的にそれぞれの立場から未加入対策に取り組むこと

が期待される。このため、各建設業者団体において保険適用の促進を図る加入促進計画を

策定することとし、社会保険加入促進に向けた実態把握、周知などの自主的に講じる具体

的な取組とその実施計画を明らかにし、業界を挙げて社会保険未加入に取り組む気運を盛

り上げる。  
 
２．基本的枠組み 

（１）作成主体： 推進協議会に参加する各建設業者団体 
＊団体の加入促進に向けた自主的取組を計画的に進めるため。 
＊団体の地方団体において社会保険加入促進計画を作成することは望ましいが、一律

に行政から作成を要請することとはせず、各団体の自主性に委ねる。 
（２）計画期間： 未適用対策の推進目標と合わせ５年間とする。 
   ＊年度単位とすることを基本。初年度は年度途中からの策定となる。 
（３）実施状況の点検・評価： 毎年実施状況をフォローアップし、その結果を見ながら必要な対

策を実施することとし、必要に応じて計画の改定を行う。 
（４）公表： 平成２４年度第２回の協議会までに計画を作成し、協議会事務局に提出の上、協

議会で公表する。併せて各団体のＨＰ等を通じて公表する。 
 
３．加入促進計画の骨格 

○加入促進計画については、各団体の実情に応じて作成することとするが、以下の事項を参

考としながら具体的に記載することを期待する。 
（１）団体の基本的事項 

・団体名、代表者名、所在地、会員数、主な業種などを記載する。 
（２）基本的な方針 

・社会保険未適用対策を推進することとした目的を踏まえ、当該団体の業界の置かれた状

況や当該団体として目指す方向を勘案し、当該団体として取り組む方針を明確にした加

入促進計画を作成するといった趣旨の方針を記載する。 
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（３）保険加入の状況 
１）当該団体の把握している会員企業及び下請企業の保険加入の現況を具体的に示す。 

＊現況を把握していない場合は、初年度に把握する方針を具体的な把握方法と併せて

示し、把握後に計画を改定して記載する旨を示す。 
※傘下企業の加入状況は、会員企業を通じたアンケート調査等により把握し、記載する。 

２）その際には、 
・具体的な把握方法 
・保険加入の現況（企業別・従業員別など） 
・現況の分析 
についても明らかにする。 

３）現況を踏まえ、以下の自主的取組により実現することを目指す今後の目標を、団体の実

情に応じて定性的ないし定量的に示すことも可能である。 
（４）自主的な取組の促進 
１）事業者への周知・保険加入の徹底 

（共通の観点） 

・推進協議会で作成するＰＲ素材を活用するなどして、団体のＨＰや機関誌を通じ、

会員企業・関係企業に対し保険未加入対策を周知。 

・会員企業に対し、①保険未加入対策を業界挙げて推進していること、②未加入の場

合には加入を進めるべきこと、③支社も含め社内に徹底することを周知。 

・団体として保険加入の促進のために取組む方策について、会員企業に周知。 

(総合工事業団体の観点) 

・会員企業を通じ、下請業者（許可業者及び非許可業者）に対し、５年という目標を

もって社会保険加入を業界挙げて推進していることを周知。 

・会員企業に対し、協力会社の登録の条件化・下請契約する際の条件化・工事現場で

の確認などにより下請業者の保険加入を徹底することを周知 

（専門工事業団体の観点） 

・専門団体として法定福利費の確保に向け作成した標準見積書の内容とその活用を会

員企業・関係企業に対し周知。 

２）工事現場での確認・指導 

   ①下請業者の指導 

(総合工事業団体の観点) 

・会員企業の工事現場において、ポスター・チラシの配布による事業者・技能労

働者への保険加入の働きかけ。 

・会員企業における施工体制台帳・再下請通知書・作業員名簿による事業所・作

業員の加入状況の把握の推進。 

・会員企業における下請指導の実施状況の把握。 
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・会員企業における無許可業者・営業停止業者の排除。 

②未加入事業者の排除 

・会員企業において、協力会社の登録時(年度更新時)に保険加入状況をチェック。 

・団体として加入事業者を優先することを宣言するとともに、推進運動を実施。 

・団体として未加入事業者を排除することを宣言するとともに、推進運動を実施。 

③適正工期の確保 

(総合工事業団体の観点) 

・団体として、民間発注者に対し、適正工期の確保を働きかけ。 

・団体としてパンフレットを作成し、会員企業など業界内の啓蒙に活用。 

（専門工事業団体の観点） 

・団体として、元請団体に対し、適正工期の確保を働きかけ。 

３）法定福利費の確保 

   ①法定福利費の確保 

(総合工事業団体の観点) 

・団体として発注者団体に対してダンピングの防止、法定福利費の確保を働きかけ。 

・受注段階で発注者に対して法定福利費の確保を図るよう会員企業に呼びかけ。 

・下請専門団体に対して法定福利費内訳表示による見積を要請。 

・会員企業に対し、下請からの見積書における法定福利費内訳明示のための標準見

積書を活用して法定福利費を適正に確保するよう徹底（諸経費を含めた費目を積

み上げつつ値引を一式とする慣行の見直し）。 

・団体として下請業者に対して法定福利費相当額を確保する旨宣言。 

（専門工事業団体の観点） 

・専門工事業種ごとに見積時に法定福利費の内訳を明示することとし、法定福利費

内訳明示のための標準見積書を作成。 

・団体として作成した標準見積書を会員に周知徹底。 

・団体として元請団体に対して、ダンピングの防止や下請の提出する法定福利費内

訳明示のための標準見積書を活用して法定福利費を適正に確保するよう要請。 

②ダンピング対策 

・下請に対して価格交渉する際に、法定福利費の確保に支障が生じないような配慮

を行うよう会員企業に呼びかけ。 

・極度な低価格で（ダンピングで）対応する事業者は排除するよう会員企業に呼び

かけ。 

４）重層下請構造の是正 

(総合工事業団体の観点) 

・団体として重層下請構造の是正に取り組む旨宣言。 

・会員企業に対し、下請契約の必要性・適法性のチェックを徹底。 
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・会員企業に対し、施工力のある下請企業の選定を徹底。 

・会員企業に対し、工事の平準化に向けた取組を徹底。 

５）一人親方対策 

（共通の観点） 

・会員企業に対し、非自発的な形で一人親方になることを防止するため、労務関係

諸経費の削減を意図して、請負契約の形式を取りながら、実態は労働者として扱

う偽装請負の禁止の徹底のための請負・雇用に関するルールの徹底。 

(総合工事業団体の観点) 

・会員企業に対し、重層構造の解消に取り組む下請企業への優先発注を要請。 

・会員企業に対し、各社の協力会等を通じた分割下請の推進を徹底。 

・団体として偽装請負の排除に取り組む旨宣言。 

６）就労履歴管理対応 

・就労履歴管理システムの構築に向けた検討の推進 

・会員企業の就労履歴管理機構への参加 

・各企業・下請企業におけるシステムの導入促進 

７）優良企業認定制度の取組 
・保険加入を促進するため、団体として３保険に適切に保険加入している等の優良企業

を認定する仕組みを記載する。 
＊国土交通省において、平成２４年度「建設技能労働者人材確保・育成促進事業」にて

枠組みを検討し、その成果を、推進協議会の場を通じて情報提供する。 
８）保険関係事務手続きの支援 

・社会保険加入手続に精通した社員がいない等事務的な対応が困難な会員企業の保

険関係事務処理の支援するため、新たに保険に加入しようとする企業に対し、手続き

面を支援する仕組みなど保険加入支援策のあり方を記載する。 
＊国土交通省において、平成２４年度「建設技能労働者人材確保・育成促進事業」にて

枠組みを検討し、その成果を、推進協議会の場を通じて情報提供を行う。 
９）未加入者の排除 

  ・将来的に保険未加入の作業員の現場入場を認めないことを視野に入れつつ、会員企業

への働きかけを行う。  
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建設業における社会保険未加入問題への行政の取り組み

平 成 ２ ４ 年 ５ 月 ２ ９ 日

国土交通省土地・建設産業局

建設業界における社会保険未加入対策の推進に際しては、建設業全体としての枠組み

を整備し、行政機関や元請企業、下請企業、そして建設労働者等が一体となって取り組

みを進めることが必要である。

このため、建設業と関係の深い行政機関において、社会保険加入の促進に向けた機運

を醸成する中で、今後５年を目途に建設業許可業者の加入率１００％を目指すことを目

標に以下の取組を着実に実施し、建設技能労働者の雇用環境の改善や不良不適格業者の

排除に取り組み、建設業の持続的な発展に必要な人材の確保を図るとともに、事業者間

の公平で健全な競争環境の構築を実現する。

１．行政・元請・下請等の関係者が一体となった保険加入の推進

（１）行政、建設業者団体、関係団体による推進協議会の設置

＜対応方針＞

社会保険未加入対策を行政、建設業者団体、関係団体等の関係者が一体となって継

続的に実施するため、社会保険未加入対策推進協議会（以下「協議会」という。）を

全国及び地方ブロックに設置する。

これまでの取組

・平成２４年５月２９日に全国規模での協議会（第１回協議会）を開催。

・協議会構成団体のうち、主要な建設業者団体から構成されるワーキンググループ

を開催（平成２４年５月２２日）。

今後の対応予定

・各地方整備局に対し、地方ブロックにおける協議会の設置を要請。

・各地方ブロックにおいて、平成２４年６月以降地方協議会を順次開催。

・第２回全国協議会（平成２４年１０月開催）。

・平成２５年以降も、全国及び地方ブロックにおいて協議会を開催し、取組の着実

なフォローアップを実施。

（２）各建設業団体による社会保険加入促進計画の策定・推進

＜対応方針＞

協議会に参加する各建設業者団体において、それぞれの立場から主体的な取組を計

画的に進めるため、計画期間５年間の社会保険加入促進計画を策定し、毎年フォロー

アップを実施するよう促す。

資料４
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これまでの取組

・各建設業者団体における社会保険加入促進計画の円滑な策定に資するため、「社

会保険加入促進計画の枠組（案）」を作成し、協議会に参加する建設業者団体に

提示（平成２４年４月２５日）。

今後の対応予定

・各建設業団体の作成した計画を取りまとめ、第２回全国協議会に報告。

・翌年以降開催する協議会の場を活用して、各団体の社会保険加入促進計画のフォ

ローアップを実施。

（３）行政、関係団体、保険者等様々な主体による周知・啓発

＜対応方針＞

行政、関係団体、元請企業、協力会、保険者など、建設業に関わる様々な主体から、

多様な手段による周知・啓発を行い、保険加入に向けた機運を醸成する。

これまでの取組

・中央建設業審議会より「建設産業における社会保険加入の徹底について（提言）」

を、各省各庁の長、政令指定都市の長、公共法人等の長及び主要民間発注者の長

に対して通知（平成２４年３月１４日）。

・上記提言を受け、国土交通省土地・建設産業局長通知「建設産業における社会保

険加入の徹底について」を各省各庁の長、政令指定都市の長、公共法人等の長及

び主要民間発注者の長に対して通知（平成２４年３月２６日）。

・社会保険未加入対策の関連資料を随時国土交通省ホームページに掲載。

・建設業振興基金と連携し、同基金に相談窓口を設置し、併せて同基金及び全国社

会保険労務士会連合会と協力して円滑な社会保険加入手続き等に向けた相談支援

体制を構築。

・元請企業、下請企業、建設企業で働く労働者向けのチラシの原案を作成し、関係

団体やワーキンググループの意見を聴取し、第１回全国協議会に提出。

・業界団体機関誌に向けた原稿作成・掲載を通じた広報の実施。

今後の対応予定

・「平成 24 年度 社会保険等の加入徹底方策に関する調査事業」により、社会保険

の加入徹底に向けたリーフレット・ポスターを作成するとともに、周知・広報方

策を検討。

・業界団体機関誌に向けた原稿作成・掲載を通じた広報の実施。

・元請企業による下請指導など、具体的な取組を行う節目などに応じてチラシ等の

原案を作成し、関係団体に対し、チラシを活用した周知を依頼。

・保険未加入対策に関する具体的取組がまとまる都度、マスコミに対して情報提供

するとともに、国土交通省ＨＰに掲載。

資料４
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資料４

２．建設業許可部局による社会保険未加入企業への対応

（１）建設業許可・更新時の加入状況の確認

＜対応方針＞

建設業担当部局は、建設業の許可・更新時に健康保険等の加入状況を確認し、社会

保険未加入企業に対して、文書により加入を指導する。当該指導に従わない場合には

厚生労働省の社会保険担当部局に通報する。

これまでの取組

・各地方ブロックで地方整備局等、都道府県の建設業担当部局及び関係団体に対し、

社会保険未加入対策の説明会を開催し、建設業許可・更新時の社会保険加入状況

の確認について説明・意見交換（平成２４年３月５日～２２日）。

・建設業の許可・更新の申請時に社会保険の加入状況を記載した書面の提出を求め

るための省令改正案について、国土交通省のホームページにおいてパブリックコ

メントを行い、制度改正内容に対する意見を全国から公募（平成２４年３月２６

日から４月２５日）。

・上記により提出された意見への回答を国土交通省のホームページに掲載（平成２

４年５月１日）。

・建設業の許可・更新の申請時に保険加入状況を記載した書面の提出を求めるため、

建設業法施行規則を改正（平成２４年５月１日公布、同年１１月１日より施行）。

・建設業法施行規則の改正を関係団体に周知するとともに、国土交通省ＨＰに掲載

（５月１日）。

今後の対応予定

・地方整備局等及び都道府県の建設業担当部局担当者に対し、関連する制度改正等

に係る説明会・勉強会を開催（平成２４年６月末以降に実施予定）。

・平成２４年１１月１日以降、許可申請・更新時に社会保険への加入状況を確認し、

社会保険未加入企業に対する加入指導を開始。

（２）経営事項審査の厳格化

＜対応方針＞

経営事項審査の項目区分「健康保険及び厚生年金保険」を分割するとともに、保険

未加入の場合の減点幅を拡大する。

これまでの取組

・各地方ブロックで地方整備局等、都道府県の建設業担当部局及び関係団体に対し、

社会保険未加入対策の説明会を開催し、経営事項審査の厳格化について説明・意

見交換（平成２４年３月５日～２２日）。

・経営事項審査について、社会保険未加入企業に対する評価を厳格化するための省

令等改正案について、国土交通省のホームページにおいてパブリックコメントを
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資料４

行い、制度改正内容に対する意見を全国から求めた（平成２４年３月２６日から

４月２５日）。

・上記により提出された意見への回答を国土交通省のホームページに掲載（平成２

４年５月１日）。

・経営事項審査の項目区分「健康保険及び厚生年金保険」を分割するとともに、保

険未加入の場合の減点幅を拡大するため、建設業法施行規則及び関係告示を改正

（平成２４年５月１日公布、同年７月１日より施行）。

今後の対応予定

・制度改正に伴うシステムの改修を実施。

・地方整備局や都道府県の建設担当部局に対し、関連する制度改正に係る説明会・

勉強会を開催（平成２４年６月末以降実施予定）。

（３）建設業担当部局による指導監督

＜対応方針＞

建設業担当部局において、営業所及び建設工事現場への立入検査等を行い、社会保

険未加入企業に対し、文書により加入を指導する。当該指導に従わない場合には厚生

労働省の社会保険担当部局に通報する。

厚生労働省の社会保険担当部局に通報した社会保険未加入企業で、社会保険担当部

局の指示に従わない悪質な社会保険未加入企業に対して、建設業法に基づき他の法令

に違反した企業として、指導又は監督処分を行う。

建設業担当部局は、建設業の許可・更新申請書、施工体制台帳、経営事項審査申請

書の社会保険に係る事項に虚偽の記載等があった場合、建設業法に基づく指導又は監

督処分を行う。

これまでの取組

・各地方ブロックで地方整備局等、都道府県の建設業担当部局及び関係団体に対し、

社会保険未加入対策の制度改正等に係る事前の説明会を実施（平成２４年３月５

日～２２日）。

今後の対応予定

・地方整備局等及び都道府県の建設業担当部局に対し、関連する制度改正等に係る

説明会・勉強会を開催（平成２４年６月末以降に実施予定）。

・厚生労働省の指導に従わない社会保険未加入企業の監督処分基準の策定（パブリ

ックコメントを含む）。

・平成２４年１１月１日以降、営業所の立入検査等により社会保険への加入状況を

確認し、社会保険未加入企業に対して加入を指導。

・社会保険加入状況の公表。
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資料４

（４）社会保険担当部局（厚生労働省）との連携

＜対応方針＞

（１）及び（３）により指導してもなお社会保険未加入の企業について、保険担当

部局に通報する。保険担当部局から加入勧奨や指導を行い、これに従わない場合には

強制加入手続を行う場合がある。

これまでの取組

・社会保険未加入対策の具体化に関する検討会において、厚生労働省担当部局の参

加を得て検討。

・推進協議会及び同ワーキンググループメンバーとして厚生労働省担当部局が参画。

・建設業担当部局から社会保険担当部局への通報スキームについて検討。

今後の対応予定

・建設業担当部局から社会保険担当部局への通報スキームの詳細について確定。

・建設業担当部局からの通報を受け、社会保険担当部局において社会保険未加入事

業所に対する指導を行う。

・社会保険担当部局は、指導に従わない悪質な社会保険未加入事業所に対し強制加

入手続を行う場合がある。

・社会保険担当部局において、保険の加入義務があるのに加入していない事業所を

把握するため、法務省から法人登記簿情報の提供を受けるなど未加入対策の強化

を講じる。

３．建設企業の取組（元請企業による下請指導）

＜対応方針＞

保険加入の取組を下請企業及び現場作業員に浸透させるため、元請企業において、

協力会等を通じた保険加入の勧奨や工事現場における周知・啓発、再下請負通知書・

作業員名簿等を活用した確認・指導を行うよう促す。

これまでの取組

・各地方ブロックで建設業者団体等に対し、社会保険未加入対策の説明会を開催し、

元請企業による下請指導について説明・意見交換（平成２４年３月５日～２２日）。

・施工体制台帳の記載事項及び再下請通知書の記載事項に下請負人の社会保険に関

する事項を追加するための省令改正案について、国土交通省のホームページにお

いてパブリックコメントを行い、制度改正内容に対する意見を全国から公募（平

成２４年３月２６日から４月２５日）。

・上記により提出された意見への回答を国土交通省のホームページに掲載（平成２

４年５月１日）。

・施工体制台帳の記載事項及び再下請通知書の記載事項に下請負人の社会保険に関

する事項を追加するため、建設業法施行規則を改正（平成２４年５月１日公布、
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資料４

１１月１日より施行）

・作業員名簿に被保険者番号記入欄を追加するため、事業者団体等に関係様式の改

正を依頼（平成２４年３月）。

・下請指導のあり方を検討するため、関係団体等との意見交換を実施。

・上記改正内容等を分かりやすく反映した「社会保険の加入に関する下請指導ガイ

ドライン」についてパブリックコメントを実施（平成２４年５月）。

今後の対応予定

・「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」の策定（平成２４年７月上旬予

定）。

・地方整備局等及び都道府県の建設業担当部局担当者に対し、関連する制度改正等

に係る説明会・勉強会を開催（平成２４年６月末以降実施予定）。

４．法定福利費の確保

４．法定福利費の確保

（１）発注者への要請・周知、元請企業への要請

＜対応方針＞

法定福利費は、発注者が負担する工事価格に含まれる経費であることを踏まえ、民

間発注者に要請・周知するとともに、個別の請負契約の当事者間において見積時から

適正に考慮するよう元請団体・元請企業に要請するなど、民間発注者、元請企業、下

請企業等の関係者において、それぞれの立場からの法定福利費の確保に向けた取組を

推進する。

これまでの取組

・国土交通省直轄土木工事において、本来事業者が負担すべき法定福利費（事業主

負担分）の額について、予定価格に適切に反映できるように現場管理費率式の見

直しを実施（平成２４年４月１日より実施）。

今後の対応予定

・公共発注者（自治体）に対し、実施する工事において法定福利費を適正に積算す

るよう働きかけを実施。

・民間発注者（デベロッパー、ハウスメーカーなど）や民間発注者団体に対し、次

の事項を周知・徹底する。

①建設業において社会保険未加入対策を推進していること

②法定福利費は、本来、発注者が負担する工事価格に含まれる経費であり、「発

注者・受注者間における法令遵守ガイドライン」に明示していること

③ダンピングの防止や法定福利費の確保に配慮すべきであること

・元請団体に対して、発注者団体に対する法定福利費の確保の働きかけ及び会員元

請企業に対し、受注段階で発注者に対して法定福利費の確保を要請するよう働き

かけ。

・建設業の見積等について定める「建設業法令遵守ガイドライン」に下請からの見

積時から法定福利費を適正に確保すべき旨を位置づけ。
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資料４

・元請団体に対して、下請からの見積時から法定福利費を適正に確保すべき旨を会

員元請企業に指導するよう働きかけるよう働きかけ。

（２）業界における見積時の法定福利費の明示

＜対応方針＞

専門工事業団体において、見積時に法定福利費を明示するための標準見積書を作成

し、建設企業における活用を推進する。

これまでの取組

・法定福利費に係るこれまでの経緯と現状について関係団体と意見交換を実施。

・専門工事業団体に対して、見積時に法定福利費を明示するための標準見積書の作

成を依頼（第１回推進協議会において実施）。

今後の対応予定

・各専門工事業団体の検討状況を把握し、必要に応じ助言等を行う。

・第２回協議会に向け、各専門工事業団体の検討結果や進捗状況を取りまとめ。

・元請団体に対して、専門工事業団体に対し法定福利費内訳表示による見積の要請

を促すとともに、法定福利費の確保を宣言するよう働きかけ。

・作成された標準見積書案の試行的な活用を行うよう関係団体に働きかけ。

（３）ダンピング対策

＜対応方針＞

低入札価格調査制度の活用や、価格による失格基準の積極的な導入・活用によ

りダンピング受注の排除を図る。

これまでの取組

・低入札価格調査基準価格の見直し（平成２３年４月）

・「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」を改正（平成

２３年８月）。

・地方公共団体に対し「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」に

基づく要請（平成２３年８月）。

今後の対応予定

・「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」に基づき、公共工事の発注

者による入札契約の適正化の取組状況について、毎年度１回調査。

・ブロック監理課長等会議等を活用して、周知・要請。

（４）重層下請構造の是正
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資料４

＜対応方針＞

建設企業及び建設業団体において、重層下請構造の是正に向け下請契約の必要性・

適法性のチェックや施工力のある下請企業の選定、工事の平準化等の取組など自主的

取組を実施するよう促すとともに、行政において、一括下請負の禁止、主任技術者の

配置、請負・雇用に関するルールを徹底する。

これまでの取組

・許可申請書等の記載内容や通報等に基づく立入検査等により、一括下請負の禁止

や主任技術者の適正な配置等を実施。

今後の対応予定

・「平成２４年度 重層下請構造及び一人親方に係る実態・処遇改善方策調査事業」

を実施。

・労働者性や請負・派遣の判断基準等を周知・徹底するため、判断基準を解説した

啓発用の資料を作成・配布。

・特定建設業者からの下請指導状況について指導を実施。

５．その他

（１）就労履歴管理システムの普及・活用

＜対応方針＞

工事就労履歴や保険加入状況を迅速に把握する就労履歴管理システムの実現に向

け、関係者が協力して検討を行い、具体化を推進する。

これまでの取組

・国土交通省「集合住宅等のＲＦＩＤ活用建設共通パス研究開発事業」におけるシ

ステムの検討（平成１９年度）。

・国土交通省「建設技能者確保・育成モデル構築支援事業」における実証実験（平

成２０年度）。

・総務省「ユビキタス特区事業」における実証実験（平成２１年度）。

・総務省「被災地域情報化推進事業」において被災地就労履歴管理システム構築事

業費補助事業として交付決定（平成２４年４月）。

・国土交通省建設産業戦略会議において議論（平成２４年５月）

今後の対応予定

・就労履歴管理システムの実現に向け、関係者から構成される検討の場を設置し、

システムの実用化に向けた課題の検討を進めるとともに、実用化に向けたロード

マップを作成。

・「被災地域情報化推進事業」（総務省）を活用した福島市における被災地就労履歴

管理システムの構築状況を踏まえ、上記の実用化に向けて活用。

（２）社会保険適用促進に向けた研究
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資料４

＜対応方針＞

社会保険の適用を促進するため、法定福利費の取扱い、建設業団体による保険加入

確認の枠組み、重層下請や一人親方の就労状況の実態把握等について、調査・検討を

実施する。

これまでの取組

・「平成２４年度 社会保険等の加入徹底方策に関する調査事業」及び「重層下請構

造及び一人親方に係る実態・処遇改善方策調査事業」について企画競争を実施。

今後の対応予定

・就労履歴管理システムの検討を合わせて発注者・受注者・下請企業間の見積・契

約・支払における法定福利費の取扱のあり方について検討。

・「平成２４年度 社会保険等の加入徹底方策に関する調査事業」及び「重層下請構

造及び一人親方に係る実態・処遇改善方策調査事業」により調査・検討。
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資料５ 
○○○号 

平成２４年５月○日 
 
別記（建設業者団体の長）宛 
 

国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課長 
 
 

各専門工事業団体における標準見積書の作成について 
 
 
１ 社会保険未加入問題について 
 建設業においては、関係者を挙げて社会保険未加入問題への対策を進め、建設産業の持続

的な発展に必要な人材の確保を図るとともに、事業者間の公平で健全な競争環境を構築する

必要があります。そのため、中央建設業審議会からの提言「建設産業における社会保険加入

の徹底について」（平成２４年３月）や、社会保険未加入対策の具体化に関する検討会におけ

る取りまとめ（同年２月）を踏まえ、国土交通省では、関係する様々な主体と連携しながら、

総合的対策の実施に取り組んでいるところです。 
 
２ 法定福利費を確保する必要性について 
 こうした取組を進めるに当たっては、法定福利費が発注者から元請企業、下請企業を経由

して個々の技能労働者まで適正に支払われるようにすることが重要です。 
これまでも、発注者から直接建設工事を請け負った建設業者は、その建設工事における全

ての受注者が雇用保険、健康保険及び厚生年金保険に加入し、保険料を適正に納付するよう

指導、助言その他の援助を行うこととされる（「建設産業における生産システム合理化指針に

ついて」（平成３年２月））とともに、社会保険の保険料に係る費用は、受注者が義務的に負

担しなければならない法定福利費であり、発注者及び受注者は見積時から法定福利費を必要

経費として考慮すべきとされています（「発注者・受注者間における法令遵守ガイドライン」

（平成２３年８月））。 
また、中央建設業審議会より「社会保険加入の前提となる法定福利費の原資を確保するた

め、専門工事業界を中心として見積時の法定福利費の明示を進める」との提言（平成２４年

３月）や、５月２９日に設立された社会保険未加入対策推進協議会において「社会保険加入

の前提となる法定福利費の原資の確保に向け、発注者から下請企業まで適正に支払われるよ

うそれぞれの立場からの取組を行う」旨の申し合わせがなされています。 
 なお、国土交通省直轄の土木工事においては、これまで実態調査による法定福利費の支払

額に基づき現場管理費の一部として計上されていたところですが、本年４月から、本来事業

者が負担すべき法定福利費の額について予定価格に適切に反映できるように、現場管理費率

式の見直しを実施しています。また、国土交通省直轄の建築工事については、本来事業者が

負担すべき法定福利費の額について、これまでも予定価格に適切に反映していたところです。 
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資料５ 
３ 法定福利費の内訳を明示するための標準見積書の作成について[依頼] 
 少なくとも現在の民間工事に係る受注においては、トン単価や平米単価による見積もりが

一般的となっており、法定福利費がどのように扱われているのかが分かりにくい状況となっ

ています。 
こうした状況を踏まえ、法定福利費は、本来、発注者が負担する工事価格に含まれる経費

であるという前提の下、従来の総額単価による見積もりだけではなく、その中に含まれる法

定福利費を内訳として明示することにより、必要な金額を確保していく必要があります。 
そのため、各専門工事業団体におかれましては、業種ごとに見積時に法定福利費の内訳を

明示するための標準見積書及びその作成手順書を検討・作成頂くようお願いいたします。 
検討の結果作成された標準見積書の案については、本年１０月に予定されている第２回目

の社会保険未加入対策推進協議会において取りまとめることを予定しておりますので、それ

までにご報告頂き、試行を行った後、平成２５年度より本格運用を開始することとしたいと

考えております。 
なお、標準見積書については、作成後、その作成手順書と合わせて会員企業に周知頂くと

ともに、元請団体・元請企業にその活用を求めて頂くことになりますが、同時に国土交通省

からも元請団体に対し下請契約の見積時から法定福利費を適正に考慮するよう求めるなど、

法定福利費の内訳明示や法定福利費の確保に向け関係者への必要な働きかけを行っていくこ

ととしております。 
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○ 保険未加入対策を進める上で 法定福利費が発注者から元請 下請企業を経由して個々の技能労働

現 状

標準見積書における法定福利費の内訳明示 資 料 ５

○ 保険未加入対策を進める上で、法定福利費が発注者から元請、下請企業を経由して個々の技能労働
者まで適正に支払われるようにすることは重要な課題である。

○ 本来、法定福利費は受注者が義務的に負担しなければならない費用であり、発注及び受注者は見積
時から必要経費として考慮すべきとされている。発注者から工事を請負った元請は、ガイドライン
上 社会保険等に加入し保険料を適正に納付する とが求められ る上、社会保険等に加入し保険料を適正に納付することが求められている。
（・平成 ３年 建設産業における生産システム合理化指針

・平成２３年 発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン）

○ しかし、現在の現場の状況を見ると、民間工事の発注者・元請間や元請・下請間、下請・再下請間○ しかし、現在 現場 状況を見ると、民間 事 発注者 元請間や元請 下請間、下請 再下請間
では、トン単価・㎡単価等による見積が一般的となっており、法定福利費が具体的にどうなってい
るのかが見えない状態となっている。

対応方針対応方針

○ 見積の方式を変更し、従来の総額単価だけでなく、これに含まれる法定福利費見込額を内訳として
明示することにより、必要な金額の確保に繋げることとする。

○ このため、各専門工事業団体において、各々の専門工事業者の実情を踏まえた標準見積書を検討・
作成し、その作成手順書と併せて会員企業に周知をするとともに、元請団体・元請企業にこの活用
を求める。

スケジュール

○ 第１回推進協議会（５月２９日）において各専門工事業団体に依頼。

○ ９月頃までに各専門工事業団体において検討し、第２回推進協議会（１０月予定）に状況を報告。
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法定福利費の確保に向けたイメージ図

・見積書の内訳明示
・法定福利費確保の要請

・見積書の内訳明示
・法定福利費確保の要請

元請企業 労働者公共
発注者

下請企業民間
発注者

法定福利費 法定福利費 保険加入法定福利費
の支払い

法定福利費
の支払い

保険加入

見積書の内訳明示の

活用と法定福利費確保
の働きかけ

標準見積書の活用要請と
保険加入の働きかけ

・建設業における社会保険
未加入対策への協力要請

・法定福利費確保の働きかけ

民間発注者
・ダンピング対策

の要請と法定
福利費確保の 元請団体

専門工事業

の働きかけ 保険加入の働きかけ

法定福利費確保
の働きかけ

標準見積書の
活用要請 ・見積書の内訳明示の方針決定

業界内の標準見積書の作成

法定福利費確保の働きかけ
・ダンピング対策の要請

団体
福利費確保の
働きかけ

元請団体
団体

・建設業における社会保険

・業界内の標準見積書の作成

未加入対策への協力要請
・法定福利費確保の働きかけ
・ダンピング対策の要請

・見積書の内訳明示の要請
・法定福利費確保の働きかけ

・見積書の内訳明示の要請
・保険加入の働きかけ

建設業担当部局
２

mo433
タイプライターテキスト
３２

mo433
タイプライターテキスト

mo433
タイプライターテキスト



５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

標準見積書の作成に係るスケジュール（案）

平成２５年平成２４年
５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

第
１
回

第
２
回

推進協議会
（地方ブロック）

回

推
進
協
議
会

（
全
国
）

回

推
進
協
議
会

（
全
国
）

会 会

依
報
告 試行して必要に応

じ適宜修正を行う

各団体による自主的な

検討を基本

依
頼専

門
工

試行実施各専門工事業団体における検討

工
事
業
団
体

会員企業・元請団体等関係者に通知
必要に応じ共通する課

題を業種横断的に検討

体

本格運用
題を業種横断的に検討

することもあり得る
３
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（略）

平均労務賃金及び諸経費表（昭和５９年度）

過去の見積書の例

→詳細は裏面へ→詳細は裏面へ

（略）
　作業員１名当り　平均　     円／日 作業員１名当り　平均　     円／日 作業員１名当り　平均　     円／日

（現場事務所経費を含む） 　工具消耗、修理費用、什器備品、事務用品、 （    %） 　工具消耗、修理費用、什器備品、事務用品、 （    %） 　工具消耗、修理費用、什器備品、事務用品、 （    %）

　交際費、人件費等 円 　交際費、人件費等 円 　交際費、人件費等 円

　作業員１名当り　平均　     円／日 　作業員１名当り　平均　     円／日 　作業員１名当り　平均　     円／日

　　２　　　　　　　　　計 円 円 円

　法　定　福　利　費 　①　         円／日×   ／        ×     ＝       円／日 円 　①　          円／日×   ／        ×    ＝    円／日 円 　①　         円／日×   ／        ×    ＝      円／日 円

　　　イ．　健　　康　　保　　険　　料　　 　②　         円／日×   ／        ×     ＝       円／日 　②　          円／日×   ／        ×     ＝    円／日 　②　         円／日×   ／        ×    ＝      円／日

　　　　　　　事業主負担折半 　③　　       円／日×     　　　　　　　  ＝      円／日 　③　　　     円／日×        　　　　　　  ＝     円／日 　③　　　     円／日×   　　　　　　     ＝     円／日

                     　×　 1 　　　①＋②＋③ 　④　　        円／日×       　　　　　　　＝　  円／日 　　　①＋②＋③

               1000        2 　　　      円／日＋    円／日＋    円／日＝       円／日 　　　①＋②＋③＋④ 　        円／日＋   円／日＋    円／日＝　    円／日

日 雇 健 保 円／日＋ 円／日＋ 円／日＋ 円／日 円／日　　　　　　　日 雇 健 保    円／日＋   円／日＋    円／日＋    円／日＝      円／日

　　　　　　　        円以上　８級　    ×１ 　①　          円／日×     ／      ×    ＝　     円／日 円 　①　         円／日×    ／       ×    ＝      円／日 円 　①            円／日×   ／        ×    ＝     円／日 円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2 　②　          円／日×    ／       ×    ＝       円／日 　②　         円／日×    ／       ×    ＝      円／日 　②　          円／日×   ／        ×    ＝     円／日

　　　　　　　        円以上　７級　    ×１ 　③　          円／日×    ／       ×    ＝　   円／日 　③　         円／日×    ／       ×    ＝      円／日 　③　          円／日×   ／        ×    ＝     円／日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2 　④             円／日×   ／       ×    ＋    円／日 　④　         円／日×    ／       ×    ＝    円／日 　④　          円／日×  ／     ×   ＝     円／日

　　　ロ．　雇　　用　　保　　険　　料 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　      円／日 　⑤　　       円／日×   ／        ×     ＋    円／日＝    円／日 　⑤　　    円／日×  ／     ×   ＋   円／日＝      円／日

　　　　　　　事業主負担 　　　①＋②＋③＋④ 　　　①＋②＋③＋④＋⑤ 　　　①＋②＋③＋④＋⑤

　　　　　　 　　　　    円／日＋   円／日＋   円／日＋    円／日 　　　　  円／日＋   円／日＋    円／日＋    円／日 　　　　  円／日＋   円／日＋   円／日＋     円／日

              1000 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　     円／日 　　　　　　　　　　　　　　　　＋     円／日＝　    円／日 　　　　　　　　　　　　　    　　　＋   円／日＝　    円／日

　　　ハ．　厚　生　年　金　保　険　料 　①　          円／日×    ／       ×     ＝　     円／日 円 　①　          円／日×    ／       ×    ＝　     円／日 円 　①　          円／日×   ／        ×   ＝　  円／日 円

　　　　　　　事業主負担折半 　②　          円／日×   ／        ×     ＝       円／日 　②　          円／日×   ／       ×     ＝  　   円／日 　②　          円／日×  ／         ×   ＝     円／日

                      　×　 1 　　　①＋② 　　　①＋② 　　　①＋②

　　　　　　　1000　　 　2 　　　　      円／日＋      円／日＝　      円／日 　　　　　     円／日＋    円／日＝　      円／日 　　　　　  円／日＋   円／日＝　      円／日

　　　ニ．　労　　災　　保　　険　　料 　    作業員１名当り　平均 　      円／日 円 　    作業員１名当り　平均 　     円／日 円 　    作業員１名当り　平均 　    円／日 円

計 　　　　イ＋ロ＋ハ＋ニ　＝　         円／日
（      ％）

円
　　　　イ＋ロ＋ハ＋ニ　＝　       円／日

（      ％）

円
　　　　イ＋ロ＋ハ＋ニ　＝　        円／日

（        ％）

円

　　　ホ．　退　　　　　職　　　　　　金
　　　　建退共掛金および中退共掛金など
　　　　作業員１名当り　平均　     円／日

円
　　　　建退共掛金および中退共掛金など
　　　　作業員１名当り　平均　      円／日

円
　　　　建退共掛金および中退共掛金など
　　　　作業員１名当り　平均　     円／日

円

３ 計 円 円 円　　３　　　　　　　　　計 円 円 円

　　４　　　（１　＋　２　＋　３）　　計 円 円 円

　店　社　諸　費　用

Ⅰ　　イ．　人　　　　件　　　費 　役職員給与等の費用 円 　役職員給与等の費用 円 　役職員給与等の費用 円

　作業員１名当り　平均        円／日 　作業員１名当り　平均　     円／日 　作業員１名当り　平均　     円／日

　　　 ロ．　法　定　福　利　費 　職員の社会保険の事業主負担額 円 　職員の社会保険の事業主負担額 円 　職員の社会保険の事業主負担額 円

４※ 単価の金額を明記することについては、業界による価格カルテルのおそれがあるという公正取引委員会の指摘を受けた経緯がある。

（略）

　作業員１名当り　平均　　   円／日 　作業員１名当り　平均　     円／日 　作業員１名当り　平均　     円／日

　　　 ハ．　厚　　　 生　　　費 　職員に対する慰安娯楽費、健康診断、慶弔見舞費用、 円 　職員に対する慰安娯楽費、健康診断、慶弔見舞費用、 円 　職員に対する慰安娯楽費、健康診断、慶弔見舞費用、 円

食事手当 作業衣等 食事手当 作業衣等 食事手当 作業衣等

（日本建設躯体工事業団体連合会より）
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／

日

り
　

平
均

　
　

   円
／

日

･･オ
＋

ワ
＋

カ
＝

          円
／

日

／
日

×
      ＝

　
        円

／
日 平

　
 均

 

エ
　

レ
　

ク
　

タ
　

ー

鉄
骨

建
方

及
び

重
機

械
据

付
）
　

　
　

　
　

日
額

平
均

　
　

　
　

 　
円

　
　

　
％

  同
 上

　
    　

　
　

　
 円

　
    ％

  同
 上

    　
          円

　
   ％

  同
 上

　
              円

　
   ％

  同
 上

　
              円

　
   ％

　
        円

／
日

　

         円
／

日

          円
／

日
                            

エ
レ

ク
タ

ー

　
        円

／
日

　
        円

／
日

円
　

募
集

従
事

者

　
募

集
専

従
者

　
作

業
員

１
名

当

円
　

地
代

、
家

賃
、

　
管

理
人

、
炊

事

　
什

器
備

品
費

　
作

業
員

１
名

当

円
　

運
転

手
当

、
駐

　
車

検
、

税
金

、

　
作

業
員

１
名

当

円
　

救
護

薬
品

器

　
安

全
教

育
の

　
作

業
員

１
名

当

円
　

技
能

養
成

、
向

　
施

工
管

理
教

　
作

業
員

１
名

当

助
、

円
　

慰
安

娯
楽

費

　
作

業
衣

等

　
作

業
員

１
名

当

費
円

　
互

助
会

費
、

保

　
等

の
事

業
主

　
作

業
員

１
名

当

円
　

上
記

以
外

の

　
作

業
員

１
名

当

（
    %

）
　

工
具

消
耗

、
修

円
　

交
際

費
、

人
件

　
作

業
員

１
名

当

円

日
円

　
①

　
          円

日
　

②
　

          円

日
　

③
　

　
　

     円

　
④

　
　

        

円
／

日
　

　
　

①
＋

②
＋

　
   円

／
日

＋
  

日
円

　
①

　
         円

日
　

②
　

         円

日
　

③
　

         円

　
④

　
         円

円
／

日
　

⑤
　

　
       円

　
　

　
①

＋
②

＋

日
　

　
　

　
  円

／
日

円
／

日
　

　
　

　
　

　
　

　
　

／
日

円
　

①
　

          円

／
日

　
②

　
          円

　
　

　
①

＋
②

　
　

　
　

　
     円

円
　

    作
業

員
１

（
      ％

）円
　

　
　

　
イ

＋
ロ

＋

円
　

　
　

　
建

退
共

掛

　
　

　
　

作
業

員
１

円円円
　

役
職

員
給

与

　
作

業
員

１
名

当

円
　

職
員

の
社

会

　
作

業
員

１
名

当

費
用

、
円

　
職

員
に

対
す

る

　
食

事
手

当
、

作

　
作

業
員

１
名

当

円
　

作
業

員
１

名
当

円
　

作
業

員
１

名
当

円
　

作
業

員
１

名
当

円
　

作
業

員
１

名
当

円
　

作
業

員
１

名
当

円
　

作
業

員
１

名
当

円
　

作
業

員
１

名
当

円
　

作
業

員
１

名
当

円
　

作
業

員
１

名
当

円
　

作
業

員
１

名
当

円
　

作
業

員
１

名
当

（
      ％

）円
　

　
　

イ
＋

ロ
＋

（
     ％

）円
　

　
　

          円

円円

　
労

 　
務

 　
賃

 　
金

 　
及

 　
び

 

円
　

（
　

　
　

％
）

　
日

　
　

額
　

   

　
職

   　
　

　
長

　
基

 幹
 要

 員
 

　
常

雇
一

般
工

　
臨

時
作

業
員

　
日

雇
作

業
員

　
職

   　
　

　
長

　
基

 幹
 要

 員
　

円
／

日
　

常
雇

一
般

工

　
臨

時
作

業
員

　
日

雇
作

業
員者

及
び

応
募

者
の

日
当

、
旅

費
、

雑
費

者
の

費
用

（
給

与
は

除
く
）

当
り

　
平

均
　

     円
／

日

、
修

繕
費

、
償

却
費

な
ど

の
建

物
費

用
、

事
婦

の
人

件
費

、
水

道
光

熱
費

、

な
ど

の
維

持
管

理
費

当
り

　
平

均
　

     円
／

日

駐
車

場
代

、
ガ

ソ
リ

ン
、

オ
イ

ル
、

修
理

費

、
車

両
保

険
、

償
却

費
等

当
り

　
平

均
　

     円
／

日

器
具

、
保

護
帽

、
安

全
帯

、
手

袋
等

た
め

の
受

講
費

用
、

教
育

費
等

当
り

　
平

均
　

     円
／

日

向
上

の
た

め
の

訓
練

費
、

雇
用

管
理

研
修

教
育

等

当
り

　
平

均
　

     円
／

日

、
健

康
診

断
、

慶
弔

見
舞

費
用

、
食

事
補

当
り

　
平

均
　

     円
／

日

保
険

料
、

共
済

掛
金

な
ど

及
び

労
災

補
償

負
担

分

当
り

　
平

均
　

     円
／

日

労
務

管
理

費

当
り

　
平

均
　

     円
／

日

修
理

費
用

、
什

器
備

品
、

事
務

用
品

、

件
費

等

当
り

　
平

均
　

     円
／

日

円
／

日
×

   ／
        ×

    ＝
    円

／

円
／

日
×

   ／
        ×

     ＝
    円

／

円
／

日
×

        　
　

　
　

　
　

  ＝
     円

／

円
／

日
×

       　
　

　
　

　
　

　
＝

　
  円

／

＋
③

＋
④

 円
／

日
＋

    円
／

日
＋

    円
／

日
＝

   

円
／

日
×
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       ×

    ＝
      円

／

円
／

日
×
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       ×
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      円

／

円
／

日
×
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       ×
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      円

／

円
／

日
×

    ／
       ×
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    円

／
日

円
／

日
×

   ／
        ×
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／
日

＋
③

＋
④

＋
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日
＋
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／

日
＋
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／

日
＋
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／

　
　

　
　

　
　

　
＋

     円
／

日
＝
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円
／

日
×
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       ×
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／

円
／

日
×
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       ×
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／

円
／

日
＋
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／

日
＝
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／
日

名
当

り
　

平
均

 　
     円

／
日

＋
ハ

＋
ニ

　
＝

　
       円

／
日

掛
金

お
よ

び
中

退
共

掛
金

な
ど

１
名

当
り

　
平

均
　

      円
／

日

与
等

の
費

用

当
り

　
平

均
　

     円
／

日

会
保

険
の

事
業

主
負

担
額

当
り

　
平

均
　

     円
／

日

る
慰

安
娯

楽
費

、
健

康
診

断
、

慶
弔

見
舞

作
業

衣
等

当
り

　
平

均
　

     円
／

日

当
り

　
平

均
　

　
   円

／
日

当
り

　
平

均
　

　
   円

／
日

当
り

　
平

均
　

　
   円

／
日

当
り

　
平

均
　

　
   円

／
日

当
り

　
平

均
　

　
   円

／
日

当
り

　
平

均
　

　
   円

／
日

当
り

　
平

均
　

　
   円

／
日

当
り

　
平

均
　

　
   円

／
日

当
り

　
平

均
　

　
   円

／
日

当
り

　
平

均
　

　
   円

／
日

当
り

　
平

均
　

　
   円

／
日

････オ
＋

ワ
＋

カ
＝

        円
／

日

円
／

日
×

       ＝
　

     円
／

日

　
諸

 　
経

 　
費

 　
表

 　
　

（
昭

和
５

E
　

・
　

Ｃ
　

ワ
　

ー
　

カ
　

ー
　

（
　

土
　

           円
　

(        ％
）

長
　

 日
額

平
均

　
          円

　
    ％

　
  同

 上
　

              円
　

    ％

　
   同

 上
    　

         円
　

    ％

　
   同

 上
　

             円
　

    ％

　
   同

 上
　

             円
　

    ％

長
　

 　
       円

／
日

　

　
        円

／
日

　
 　

       円
／

日
                          

E
・
Ｃ

ワ
ー

カ
ー

（
土

木
）

　
 　

       円
／

日

　
 　

       円
／

日

円
　

募
集

従
事

　
募

集
専

従

　
作

業
員

１

円
　

地
代

、
家

　
管

理
人

、

　
什

器
備

品

　
作

業
員

１

、
円

　
運

転
手

当

　
車

検
、

税

　
作

業
員

１

円
　

救
護

薬
品

　
安

全
教

育

　
作

業
員

１

修
、

円
　

技
能

養
成

　
施

工
管

理

　
作

業
員

１

補
助

、
円

　
慰

安
娯

楽

　
作

業
衣

等

　
作

業
員

１

償
費

円
　

互
助

会
費

　
等

の
事

業

　
作

業
員

１

円
　

上
記

以
外

　
作

業
員

１

（
    %

）
　

工
具

消
耗

円
　

交
際

費
、

　
作

業
員

１

円

日
円

　
①

　
       

／
日

　
②

　
       

／
日

　
③

　
　

　
  

／
日

　
　

　
①

＋
②

　
        円

／

   円
／

日

／
日

円
　

①
         

／
日

　
②

　
       

／
日

　
③

　
       

日
　

④
　

       

＝
    円

／
日

　
⑤

　
　

    

　
　

　
①

＋
②

／
日

　
　

　
　

  円

／
日

　
　

　
　

　
　

　

／
日

円
　

①
　

       

／
日

　
②

　
       

　
　

　
①

＋
②

　
　

　
　

　
  円

円
　

    作
業

員

（
      ％

）円
　

　
　

　
イ

＋

円
　

　
　

　
建

退

　
　

　
　

作
業

円円円
　

役
職

員
給

　
作

業
員

１

円
　

職
員

の
社

　
作

業
員

１

舞
費

用
、

円
　

職
員

に
対

　
食

事
手

当

　
作

業
員

１

円
　

作
業

員
１

円
　

作
業

員
１

円
　

作
業

員
１

円
　

作
業

員
１

円
　

作
業

員
１

円
　

作
業

員
１

円
　

作
業

員
１

円
　

作
業

員
１

円
　

作
業

員
１

円
　

作
業

員
１

円
　

作
業

員
１

（
     ％

）円
　

　
　

イ
＋

ロ

（
    ％

）円
　

　
　

        

円円

５
９

年
度

）

木
　

）

　
日

　
　

額
　

　
職

   　
　

　

　
基

 幹
 要

　
常

雇
一

般

　
臨

時
作

業

　
日

雇
作

業

　
職

   　
　

　

　
基

 幹
 要

 円
／

日
　

常
雇

一
般

　
臨

時
作

業

　
日

雇
作

業事
者

及
び

応
募

者
の

日
当

、
旅

費
、

雑
費

従
者

の
費

用
（
給

与
は

除
く

）

名
当

り
　

平
均

　
     円

／
日

家
賃

、
修

繕
費

、
償

却
費

な
ど

の
建

物
費

用

炊
事

婦
の

人
件

費
、

水
道

光
熱

費
、

品
費

な
ど

の
維

持
管

理
費

名
当

り
　

平
均

　
     円

／
日

当
、

駐
車

場
代

、
ガ

ソ
リ

ン
、

オ
イ

ル
、

修
理

税
金

、
車

両
保

険
、

償
却

費
等

名
当

り
　

平
均

　
     円

／
日

品
器

具
、

保
護

帽
、

安
全

帯
、

手
袋

等

育
の

た
め

の
受

講
費

用
、

教
育

費
等

名
当

り
　

平
均

　
     円

／
日

成
、

向
上

の
た

め
の

訓
練

費
、

雇
用

管
理

研

理
教

育
等

名
当

り
　

平
均

　
     円

／
日

楽
費

、
健

康
診

断
、

慶
弔

見
舞

費
用

、
食

事

等

名
当

り
　

平
均

　
     円

／
日

費
、

保
険

料
、

共
済

掛
金

な
ど

及
び

労
災

補

業
主

負
担

分

名
当

り
　

平
均

　
     円

／
日

外
の

労
務

管
理

費

名
当

り
　

平
均

　
     円

／
日

耗
、

修
理

費
用

、
什

器
備

品
、

事
務

用
品

、

人
件

費
等

名
当

り
　

平
均

　
     円

／
日

  円
／

日
×

   ／
        ×

    ＝
      円

  円
／

日
×

   ／
        ×

    ＝
      円

   円
／

日
×

   　
　

　
　

　
　

     ＝
     円

②
＋

③

／
日

＋
   円

／
日

＋
    円

／
日

＝
　

    円

   円
／

日
×

   ／
        ×

    ＝
     円

   円
／

日
×

   ／
        ×

    ＝
     円

   円
／

日
×

   ／
        ×

    ＝
     円

   円
／

日
×

  ／
     ×

   ＝
     円

／

円
／

日
×

  ／
     ×

   ＋
   円

／
日

＝
   

②
＋

③
＋

④
＋

⑤

円
／

日
＋

   円
／

日
＋

   円
／

日
＋

     円

　
　

　
　

　
　

    　
　

　
＋

   円
／

日
＝

　
 

   円
／

日
×

   ／
        ×

   ＝
　

  円

   円
／

日
×

  ／
         ×

   ＝
     円

②円
／

日
＋

   円
／

日
＝

　
      円

／
日

員
１

名
当

り
　

平
均

 　
    円

／
日

＋
ロ

＋
ハ

＋
ニ

　
＝

　
        円

／
日

退
共

掛
金

お
よ

び
中

退
共

掛
金

な
ど

業
員

１
名

当
り

　
平

均
　

     円
／

日

給
与

等
の

費
用

名
当

り
　

平
均

　
     円

／
日

社
会

保
険

の
事

業
主

負
担

額

名
当

り
　

平
均

　
     円

／
日

対
す

る
慰

安
娯

楽
費

、
健

康
診

断
、

慶
弔

見

当
、

作
業

衣
等

名
当

り
　

平
均

　
     円

／
日

名
当

り
　

平
均

　
　

   円
／

日

名
当

り
　

平
均

　
　

   円
／

日

名
当

り
　

平
均

　
　

   円
／

日

名
当

り
　

平
均

　
　

   円
／

日

名
当

り
　

平
均

　
　

   円
／

日

名
当

り
　

平
均

　
　

   円
／

日

名
当

り
　

平
均

　
　

   円
／

日

名
当

り
　

平
均

　
　

   円
／

日

名
当

り
　

平
均

　
　

   円
／

日

名
当

り
　

平
均

　
　

   円
／

日

名
当

り
　

平
均

　
　

   円
／

日

ロ
＋

････オ
＋

ワ
＋

カ
＝

　
      円

／
日

 円
／

日
×

       ＝
　

       円
／

日

E
　

・
　

Ｃ
　

ワ
　

ー
　

カ
　

ー
　

（
　

建

              円
　

（
        ％

）

長
　

 日
額

平
均
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    ％

要
 員
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標準見積書の作成に当たっての検討課題

○ 標準見積書の作成に当たっては、例えば、次のような点について検討を進める必要がある。

（例）

○ 標準見積書の様式○ 標準見積書の様式

○ 単価が指し値で決められることが多い中で検討の出発点とすべき単価

○ 単価に含められる法定福利費の切り出し方

○ 建設 土木の別 重層化の次数に応じた設定方法○ 建設・土木の別、重層化の次数に応じた設定方法

○ 個別事業者が様式に記載しようとするときの内訳の算出方法

など

６
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国土交通省直轄土木工事における法定福利費の確保について

◆国土交通省では建設業の社会保険の加入徹底に向けた対策を検討しており 関係業界団体◆国土交通省では建設業の社会保険の加入徹底に向けた対策を検討しており、関係業界団体・

労働者団体等で構成する検討会において、法定福利費については、「発注者が負担する工事

価格に含まれる経費であることを周知徹底するとともに、個別の請負契約の当事者間において

見積等から適正に考慮するよう徹底する」こととされた（平成２４年２月「社会保険未加入対策の

具体化に関する検討会」取りまとめ）。

国土交通省直轄土木 事における現在 積算 は 実態調査による法定福利費 支払額に国土交通省直轄土木工事における現在の積算では、実態調査による法定福利費の支払額に

◆基づき現場管理費の一部として計上されているが、本来事業者が負担すべき法定福利費（事業

◆主負担分）の額について、予定価格に適切に反映できるように現場管理費率式の見直しを実施。◆主負担分）の額について、予定価格に適切に反映できるように現場管理費率式の見直しを実施。

◆（国土交通省土木工事標準積算基準書）

見直しの結果見直しの結果

現場管理費に占める法定福利費の割合
予定価格への影響

見直し前 見直し後

※予定価格への影響は、各工種区分毎の平均工事価格（直接工事費）で算出。

見直し前 見直し後

２１工事区分平均 １８．７５％ ２２．０７％ ０．８０％

見直し後の現場管理費率の適用は、平成２４年４月１日以降入札する工事から適用する。
７
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行 政 元 請

法定福利費の確保に向け、行政・元請が行う取組

民間発注者への要請・周知

行 政 元 請

・民間発注者（デベロッパー ハウスメーカーなど）・団体に対し 下記

発注者団体への働きかけ
・民間発注者（デベロッパー、ハウスメーカーなど）・団体に対し、下記
の事項を周知徹底する。
①建設業において社会保険未加入対策を推進していること
②法定福利費は、本来、発注者が負担する工事価格に含まれる経

費であり、「発注者・受注者間における法令遵守ガイドライン」に明
示していること

・元請団体から発注者団体に対して法定福利費
の確保を働きかけ。
・受注段階で元請から発注者に対して法定福利
費の確保を要請。

地方公共団体へのダンピング対策の要請

示していること
③ダンピングの防止や法定福利費の確保に配慮願いたいこと

元請企業への指導

・団体として発注者団体に対してダンピング

ガイドラインへの位置付け

・国と同等以上の水準のダンピング対策の実施
・予定価格等の事前公表の取りやめ

団体 発注者団体 対 ダ グ
の防止、法定福利費の確保を働きかけ。

・受注段階で発注者に対して法定福利費の
確保を図るよう会員企業に呼びかけ。

・下請専門団体に対して法定福利費内訳表示ガイドラインへの位置付け

・建設業の見積等について定める「建設業法令遵守ガイドライン」
に下請からの見積時から法定福利費を適正に確保すべき旨を
位置付け

・下請専門団体に対して法定福利費内訳表示
による見積を要請。

・会員企業に対し、下請からの見積書におけ
る法定福利費内訳明示のための標準見積書
を活用して法定福利費を適正に確保するよう

元請団体への要請

・元請団体を通じ元請企業に対し、下請契約の見積時から法定
福利費を適正に考慮するよう指導

を活用して法定福利費を適正に確保するよう
徹底（諸経費を含めた費目を積み上げつつ値
引を一式とする慣行の見直し）。

・団体としての下請業者に対して法定福利費
相当額を確保する旨宣言

・元請団体に対して、専門工事業団体に対し法定福利費内訳表
示による見積を要請するとともに、法定福利費の確保を宣言す
るよう働きかけ

相当額を確保する旨宣言。

８

mo433
タイプライターテキスト
３８

mo433
タイプライターテキスト



 

1 
 

 
社会保険未加入対策推進地方協議会について（案） 

 
 
（１）目的 

○地域ごとに、その実情に応じ社会保険加入を地域の関係者を挙げてきめ細かく推進する観

点から、全国団体により構成される｢社会保険未加入対策推進協議会｣（以下｢全国協議会｣

という。）に準じ、地方ブロックにおいて｢社会保険未加入対策推進地方協議会｣（以下｢地方

協議会｣という。）を開催する。 
 
（２）位置付け・活動内容 

○全国協議会の各地方版として位置付け。 
○地域に漏れがないよう地方ブロック単位での設置を原則とするが、地域の実情に応じて、都

道府県単位で設置することも可能とする。 
 
（３）構成員 
①構成員の考え方 
   地方協議会については、社会保険未加入対策を関係者が一体となって進めるために、情報

共有を図るとともに、必要な協議を行う場であることから、可能な限り多くの参加者を得て推進

の原動力としていくことを基本としつつ、地域の実情に応じたメンバー構成とすることが望まし

い。 
 
②構成員の基本的なイメージ 

構成員の種類 想定される団体 出席者のレベル 
建設業団体 日建連、全建、建専連、全中建、建産連、 

建専連会員団体 全建総連 等全国協議会

に参加する団体の支部 

地方支部の役付理事ク

ラス 

関係団体 発注者団体、行政書士会、社労士会 等 
（必要に応じて参加を求めることも可） 

上に同じ 

（学識経験者） （必要に応じて参加を求めることも可）  

厚生労働部局 （雇用保険）都道府県労働局 
（健康保険）地方厚生局 
（年金保険）地方厚生局 
        日本年金機構（ブロック本部） 

部長クラス 
 
 
本部長クラス 

建設業担当部局 地方整備局 
都道府県 

部長クラス 
部長クラス 
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③構成員選定に当たっての考え方 
 ア 建設業団体 

   全国協議会に参加する建設業者団体（届出団体）のうち、地方組織が存在する団体につ

いて参加を要請する。 
   各地方ブロックにおいて、建設業者団体支部が一に限り存在する場合は、当該支部に参

加を要請し、都道府県単位で支部が存在するなど、該当する支部が複数存在する場合は、

可能な限り代表団体を一つに絞った上で、参加を要請することを原則とする。 
 
  イ 関係団体 

理解のある発注者団体や、行政書士会、社労士会等について、各ブロックの判断におい

て参加を求めることも可能である。 
 
ウ 学識経験者 
   建設労働者の社会保険未加入問題等に造詣のある有識者について、各ブロックの判断

において参加を求めることも可能である。 
 

エ 厚生労働部局 
・雇用保険 都道府県労働局 
・健康保険 地方厚生局 
・年金保険 地方厚生局（日本年金機構（ブロック本部）については、地方厚生局から声掛

け） 
 

（４）活動計画 
１年目 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月

(２４年度)             

２年目 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月

(25 年度)             

   開催日時については各ブロック単位で設定する。 
 
（５）規約 
   地方協議会ごとに規約を作成・決定する。規約については、設置の目的、協議会の事務、

事務局、雑則等を内容とする。 
 
（６）役員 

①地方協議会においては、必要に応じ会長を置く。ただし、都道府県単位で地方協議会を設

置する場合など、地域の実情に応じ建政部長以外の者を会長とすることも妨げない。 
②会長は、地方協議会を代表し、運営を統括する。 
③地域の実情に応じ必要があれば副会長を選出する。 
④会長（及び副会長）の任期は３年とする。ただし、再任は妨げない。 

第１回 

第２回
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（７）事務局 

地方整備局建政部建設業担当課 
 
（８）第１回地方協議会の概要 
 ・第１回全国協議会の内容の紹介を基本とする。 

（例） 
 ・社会保険未加入問題対策の全体像、地方協議会設置の趣旨説明 
 ・地方協議会規約の決定 
 ・全国協議会の内容紹介 

   （社会保険加入促進計画の作成、法定福利費に係る標準見積書の作成、行政取り組み計

画案、全国協議会における申し合わせ、周知・啓発資料の紹介、日建連社会保険加入促進

計画の紹介 等） 
 
（９）ワーキンググループの設置 
   地方協議会の円滑な運営に資するため、地方協議会における中心的な構成員をメンバーと

したワーキンググループを設置することも可能とする。なお、ワーキンググループを設置する場

合には、地方協議会の規約にもその旨を記載すること。 
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あ あ資料⑤

建設業に係る協会けんぽへの加入と国民健康保険組合への加入について

平成２４年７月３０日
国 土 交 通 省
土 地 ・ 建 設 産 業 局
建 設 市 場 整 備 課

現在、建設業においては関係者を挙げて社会保険未加入対策に取り組んで
いるところであるが、社会保険への加入については、法人・個人事業主の別
や、個人事業主においては従業員規模等を踏まえ、適切な保険へ加入するこ
とを求めている。

最近、医療保険への加入について、一部の関係者の間で取り扱いに誤解が
生じているとの報告があったことから、改めて以下の通り考え方を整理した
ので、関係者におかれてはご了知願いたい。

医療保険への加入については、地域の建設企業のうち、常時５人以上の従
業員を使用している場合又は法人であって常時従業員を使用している場合に
は、全国健康保険協会が運営する健康保険（通称「協会けんぽ ）に事業所と」
して加入することが健康保険法上求められているが、協会けんぽの被保険者
とならない５人未満の従業員を使用する事業主や一人親方などであって、現
在既に建設業に係る国民健康保険組合（※）に加入している者については、
既に必要な健康保険に加入しているものとして取り扱われるものであり、社
会保険未加入対策上改めて協会けんぽに入り直すことを求めているものでは
ない。

※国民健康保険組合は、同種の事業又は業務に従事する者を組合員として、国民健康保険事業を

運営することが認められた保険者であり、国民健康保険法上の公法人である（現在では新設は認

められていない 。）

なお、法人や常時５人以上の従業員を使用している事業者が建設業に係る
国民健康保険組合に加入している場合もあるが、従前から国民健康保険組合
に加入している個人事業主が法人化した際、あるいは、常時使用する従業員
が５人以上に増加した際に、必要な手続き（年金事務所（平成２２年以前は
社会保険事務所）による健康保険被保険者適用除外承認申請による承認）を
行って加入しているものであれば、適法に加入しているものである。年金制
度は厚生年金に加入し、医療保険制度は国民健康保険組合に加入している事
業所であれば、改めて協会けんぽに入り直すことを求める必要はない。
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社会保険未加入対策に関するガイドライン等の制定（改訂）

１．「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」の制定１．「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」の制定 平成２４年７月４日通知平成２４年７月４日通知 （平成（平成2424年年1111月１日施行）月１日施行）

建設業における社会保険の加入について、建設業における社会保険の加入について、元請企業及び下請企業がそれぞれ負うべき役割と責任を明確元請企業及び下請企業がそれぞれ負うべき役割と責任を明確にし、建設企にし、建設企

業の取組の指針となるべきものとして制定。業の取組の指針となるべきものとして制定。

２．「建設業法令遵守ガイドライン」の再改訂２．「建設業法令遵守ガイドライン」の再改訂 平成２４年７月３１日通知平成２４年７月３１日通知

社会保険・労働保険に係る項目について、次の内容を明記。社会保険・労働保険に係る項目について、次の内容を明記。
①① 当該保険料は、建設業者が義務的に負担しなければならない法定福利費であり、建設業法で定められた「通常必当該保険料は、建設業者が義務的に負担しなければならない法定福利費であり、建設業法で定められた「通常必

要と要と 認められる原価」に含まれるものであることから、認められる原価」に含まれるものであることから、元請負人及び下請負人は、見積時から法定福利費を必要経元請負人及び下請負人は、見積時から法定福利費を必要経
費として適正に確保する必要がある費として適正に確保する必要があることこと

踏まえて、踏まえて、下請負人の見積書に法定福利費相当額が明示下請負人の見積書に法定福利費相当額が明示されているにもかかわらず、されているにもかかわらず、元請負人が元請負人がこれを尊重これを尊重せせ
ず、ず、法定福利費相当額を一方的に削減法定福利費相当額を一方的に削減したり、したり、法定福利費相当額を含めない金額で建設工事の請負契約を締結法定福利費相当額を含めない金額で建設工事の請負契約を締結し、し、
その結果その結果「通常必要と認められる原価」に満たない金額となる場合「通常必要と認められる原価」に満たない金額となる場合には、当該元請下請間の取引依存度等によってには、当該元請下請間の取引依存度等によって
は、は、建設業法第１９条の３の不当に低い請負代金の禁止に違反するおそれ建設業法第１９条の３の不当に低い請負代金の禁止に違反するおそれがある。がある。

②② 当該保険への加入は法律で義務づけられているので、保険未加入業者は、その情状によっては、建設業法第２８当該保険への加入は法律で義務づけられているので、保険未加入業者は、その情状によっては、建設業法第２８
条第１項第３号（他法令違反）に該当するおそれがある。条第１項第３号（他法令違反）に該当するおそれがある。

３．「施工体制台帳等活用マニュアル」の改正３．「施工体制台帳等活用マニュアル」の改正 平成２４年７月４日通知平成２４年７月４日通知

適正な施工体制の確保に資するよう、平成２４年１１月１日以降に特定建設業者が発注者と締結した請負契約に係る建適正な施工体制の確保に資するよう、平成２４年１１月１日以降に特定建設業者が発注者と締結した請負契約に係る建
設工事について、設工事について、施工体制台帳等の記載事項に健康保険等の加入状況が追加施工体制台帳等の記載事項に健康保険等の加入状況が追加。。

※前述１～３のガイドライン等は、中国地方整備局（建政部）のホームページからダウンロード出来ます！！

URL ： http://www.cgr.mlit.go.jp/chiki/kensei/shidou/index.html
〔 中国地方整備局 → 建政部 → 建設業・建設関連業 → 建設業者への指導監督（調査指導係・調査係） 〕

資料⑥
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あ資料⑦あ 

社会保険加入促進計画 
 

平成２４年４月１９日 

社団法人日本建設業連合会 

 

１．基本的な方針  

社会保険等の加入促進の実効性を確保するためには、行政、元請企業、下請

企業等が一体となって推進していくことが必要である。 

日建連は、元請企業としての責務を果たすべく、団体が取り組むべき対策、

正会員（以下「会員企業」という。）が自ら実施すべき対策を取り決め、その

推進を図っていく。 

一方、行政に対しても社会保険等の加入を建設業の許可・更新の要件とする

ことや、派生する問題である重層下請構造の是正、法定福利費の計上、さらに

は低入札防止対策の強化への主導的な取り組みを強く求めていく。（別紙参照） 

社会保険等は、法令に基づき加入義務が課せられており、未加入企業、未加

入者が利するような環境にならないよう配慮すべきは当然である。従って、社

会保険等の未加入対策の実施に当たっては、一定の時期、段階において、法令

遵守の実効性の上がる措置の一斉適用が必要である。 

また、技能労働者の処遇改善により人材確保を図るという本来の目的に照ら

し、前記措置の一斉適用の時期に合わせ、社会保険等の費用が末端の作業員ま

で行き渡る仕組みの構築を検討していかなければならない。 

なお、今後、会員企業１４４社に対して、下請企業を含めた、社会保険等の

加入の実態調査を実施し、調査結果に基づき本計画の見直しを行うこととする。 

 

２．取り組みの内容  

（１）期間 

国の計画と同様、平成２４年度を初年度とする５年間の計画とする。 

 

（２）団体が取り組むべき対策 

①「社会保険未加入対策推進協議会」への参画 

・ 建設業担当部局、社会保険担当部局、学識経験者、建設業団体等で構成

する「社会保険未加入対策推進協議会」に参画し、元請の立場から効果

的な取り組みや周知啓発の方法、さらに実効性の上がる対策について積

極的に意見具申する。 
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②会員企業への周知 

・ 保険未加入対策に関する会員企業への啓蒙を図るとともに、会員企業と

して取り組むべき対策の周知徹底に努める。 

③専門工事業団体との連携 

・ (社)建設産業専門団体連合会と連携し、専門工事業者の保険加入状況を

把握するとともに、加入促進を図るための施策を検討する。 

④就労履歴管理システムの構築等 

・ 就労者情報の集約管理による省力化、効率化を図るとともに、事業所で

の作業員の保険加入の信憑性確認を行うため、就労履歴管理システム、

又は保険加入チェックシステムの構築、あるいは政府で導入が検討され

ている共通番号制度の活用について、国と一体となった検討体制に参画

して、実用化に向けた検討を進める。 

⑤法定福利費等の確保 

・ 国と一体となって見積・契約・支払における法定福利費の取扱いについ

て検討する。 

・ 民間発注者団体に対して、法定福利費の確保を働き掛ける。 

・ 会員企業に対して、下請契約の見積時から法定福利費を適正に確保する

とともに、専門工事業団体が作成する標準見積書の活用を周知方要請す

る。 

・ 法定福利費に併せて、建退共制度について、建退共本部の展開する加入

促進活動への積極的な支援を行う。 

⑥適正工期の確保 

・ 適正な工期の設定は、労働環境の悪化を防ぎ、結果として安定的な雇用

環境が確保されることになる。この目標実現に向けてアンケート調査に

よる現状の把握、国に対する４週８休の建設業法令遵守ガイドラインへ

の明記の要請、パンフレット等による民間発注者への働き掛けを行う。 

⑦重層化の改善 

・ 「一人親方」「偽装請負」など職業安定法や労働者派遣法に基づく適法

性を的確に判断できる教宣資料を作成し、会員企業への周知徹底を図る。 

・ 下請契約時の関係法令の適法性のチェック徹底による下請企業の選定、

さらには同主旨の下請企業に対する指導を会員企業に要請する。 

⑧実効性のある低入札防止対策の徹底 

・ 国、地方自治体等の発注者に対して、実効性のある低入札防止対策の実

施を求める。 
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（３）会員企業が自ら実施すべき対策 

①保険加入状況の確認及び指導 

・ 下請企業に対して、協力会社ならびに現場において社会保険等の加入の

周知・啓発を図る。 

・ 下請企業との契約時における社会保険等の加入状況を確認するととも

に、未加入企業に対して保険加入を指導する。（２次下請以降は１次下

請経由で指導） 

・ 現場における新規入場者の社会保険等の加入状況を確認するとともに、

未加入者の所属企業に対して保険加入を指導する。（２次下請以降は１

次下請経由で指導） 

②法定福利費等の確保 

・ 発注者との見積交渉、入札、契約に当たり、発注者の理解を得ながら、

適正な法定福利費の計上に努める。 

・ 下請企業に対して、下請契約の見積時から法定福利費を適正に考慮する

よう指導する。 

・ 法定福利費に併せて、建退共制度加入に必要な費用も同様の取扱いとな

るよう取り組む。 

③重層化の改善 

（上記（２）⑦の教宣資料の作成を受けて、以下の事項について取り組む） 

・ 下請企業に対して、「一人親方」「偽装請負」など、職業安定法や労働者

派遣法に基づく適法性のチェック、指導を行うとともに、適法な下請企

業の選定、さらには同主旨の再下請企業への指導を求める。 

④保険未加入企業及び未加入の作業員の排除 

・ 平成２９年度以降（社会保険等の加入促進が一定程度進捗した段階）、

保険未加入企業との契約を禁止することや、未加入の作業員の現場から

の排除に取り組む。 

以上 
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【別紙】 

行政に対する要請 

 

１．実効性の上がる保険未加入企業の排除 

・ 建設業法に基づく建設業の許可、あるいは許可更新時に、社会保険等の

加入状況を許可要件とするなど、実効性のある措置の実施を求める。 

・ 本施策の全国の行政及び発注部局、さらには全発注者への指導徹底を求

める。併せて、上記施策の進捗状況の公表を求める。 

２．ガイドラインの作成 

・ 元請企業による下請指導や下請企業による取組みについて、現場や事業

所での施策の徹底を図るとともに、混乱の回避や過度な負担を避けるべ

く、本施策実施に当たってのガイドラインの作成を求める。 

３．関係行政部局との連携強化 

・ 社会保険担当部局による未加入企業及び未加入者に対する更なる厳格

な対応を求める。 

・ 厚生労働省、日本年金機構等との全国的な連携体制による保険加入状況

等の調査、指導等を求める。 

・ 社会保険加入状況の情報開示及び資料提供を求める。 

４．就労履歴管理システムの構築 

・ 就労者情報の集約管理による省力化、効率化を図るため、就労履歴管理

システムの構築、あるいは政府で導入が検討されている共通番号制度の

活用を求める。（各企業の社会保険の加入状況も公開情報とする） 

・ 本システムには、建設業法に基づく各種申請業務や所有資格情報等を一

元管理し、共有化した効率的な運用による手間と経費の軽減等が期待さ

れる。本システムが建設産業にとって画期的なものとなるよう行政とし

ての課題の整理を求める。 

・ 本システムの構築に向けたロードマップの作成を求める。 

５．重層下請構造の改善 

・ 技術者データベースや施工体制台帳等に基づく一括下請負禁止の確認、

及び主任技術者の配置の徹底に向けた運用を求める。 

・ 「一人親方」「偽装請負」に歯止めを掛けるため、職業安定法や労働者

派遣法に基づく適法性の判断基準の作成、及び周知徹底等を求める。さ

らに一定程度の理解が得られた段階において、同法の厳格な運用を求め

る。 

・ 全国全ての発注部局および民間発注者において、工事の平準化発注、お
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よび発注者に起因する着工遅れの解消、並びに適正工期の確保がなされ

るよう指導徹底を求める。 

６．法定福利費等の計上及び民間発注者への指導 

・ 見積書に計上する「工事費の法定福利費の算出基準」の作成を求める。 

・ 法定福利費を必要経費として適正に考慮すべきとした、「発注者・受注

者間における建設業法法令遵守ガイドライン」の周知徹底を求める。 

・ 上記算出基準に基づく法定福利費の請負契約への適用、及び受発注者の

法令遵守ガイドラインの民間発注者への指導徹底を求める。 

・ 保険未加入対策に併せて実施することが効果的であると考えられる建

退共制度の加入促進策の検討を求める。 

７．社会保険加入促進による影響・効果の把握とその対応策の検討 

・ 業者数、従業員数、就労者数の増減等、施策に対する評価、レビューを

行い、その状況に応じた施策実行の見直しの検討を求める。 

８．工程表の作成 

・ 各施策の段階的な目標・達成レベルを明示した工程表の作成を求める。 

 

以上 
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【参考】 

 
「建設技能者の人材確保・育成に関する提言」の 

実施における基本方針について 

平成二十一年五月二十二日 

社団法人 日本建設業団体連合会 

「建設技能者の人材確保・育成に関する提言」を実施するため、日建連および 
日建連会員企業は以下の基本方針に取り組むこととする。 

一、賃金 
①日建連会員企業は、建設技能者全体の賃金を改善することに努めることとする。 
②日建連会員企業は、基幹技能者の職長の中から、日建連会員企業が特に優秀と認

めた者を優良技能者と認定し、優良技能者の標準目標年収が六〇〇万円以上とな
るよう努めることとする。 

③日建連は、（社）建設産業専門団体連合会と協調し優良技能者の賃金改善に努め
ることとする。 

二、建設業退職金共済制度 
共済証紙購入費用について、 
①日建連会員企業は、民間発注者に負担の理解を得られるよう努めることとする。 
②日建連会員企業は、民間発注者の理解を得られない部分について下請と協調しつ

つ、一定の負担に応じながら完全実施に努めることとする。 
③日建連は、建設業退職金共済制度の運用について（独）勤労者退職金共済機構建

設業退職金事業共済本部にその改善要望を行うこととする。 

三、重層化 
日建連会員企業は、重層下請構造の改善のため、 
①重層下請次数を原則三次以内とする。 
②また、五年後をめどに二次以内を目指して取り組むこととする。 

四、教育 
教育への支援について、 
①日建連会員企業は、工業高校等の教育機関への講師派遣および作業所へのインタ

ーンシップ受け入れの支援について、積極的に取り組むこととする。 
②日建連は、建設技能者の育成のため、（社）建設産業専門団体連合会と協力しな

がら技能資格を有する若年建設技能者に対し、補助金を拠出する制度を創設する。 
③日建連は、富士教育訓練センターと協力しながら工業高校教師および専門工事業経

営者等への教育実施のための費用の一部を補助する制度を創設する。 

五、作業所労働時間・労働環境 
日建連会員企業は、作業所労働時間・労働環境の改善のため、 
①作業所日曜全閉所および土曜五〇％閉所を実施すべく努めることとする。 
②快適職場認定一〇〇％取得を実施する。さらに快適職場認定のみならず、よりい

っそう労働環境の改善に努めることとする。 

六、広報 
日建連および日建連会員企業は、提言の実現のため、広報活動の強化を図る。 
例えば、建設業退職金共済制度について、制度の存在、意義等のＰＲ、建設現場の
仮囲いを利用した広報活動の実施 等 

以 上 
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あ あ資料⑧

社会保険未加入対策の推進に関する申し合わせ

建設産業においては、建設投資の急激かつ大幅な減少に伴い

価格競争が激しくなり、本来負担すべき雇用、医療、年金保険

の法定福利費を適正に負担せずに低価格競争を行う企業や事業

者が存在しています。その結果、技能労働者の離職や若年入職

者の減少が進み、真面目に技能労働者を遇する企業ほど不利に

なり、技能労働者の確保と、事業者間の公平で健全な競争環境

を構築するために、社会保険未加入問題は、今日もはや避けて

は通れない重要な課題となっています。

こうした状況に鑑み、本日、建設産業に関わる関係者が一同

、 。に会して 社会保険未加入対策推進協議会を設立いたしました

私たち行政・元請企業・下請企業・建設労働者といった関係

者は、これを機にそれぞれの立場で社会保険加入に向けた取組

を計画的に着実に進めるとともに、社会保険加入の前提となる

法定福利費の原資の確保に向け、発注者から下請企業まで適正

に支払われるようそれぞれの立場からの取組を行うなど社会保

険未加入問題への対策を総合的に推進します。そのため、関係

者が一体となって、社会保険未加入は許さないとの固い決意を

もって、社会保険加入を徹底することを申し合わせます。

平成２４年５月２９日

社会保険未加入対策推進協議会
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